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1. 緒言 

 

1.1高齢化社会 

 

日本では高齢化が進み, 65歳以上の高齢者の数が年々増加している(1). 総務省の調査した

高齢化の推移と将来推計を図 1.1 に示す. この調査によると, 2015 年では総人口に対して

65 歳以上の高齢者比率は 26.8%である. その後「団塊の世代」(昭和 22 年～昭和 24 年)と

言われる世代が高齢者になり, 2035年には 33. 4%で 3人に 1人, 2060年には 39.9%に達し, 

国民の 2.5人に 1人は高齢者になると予測されている. 図 1.2に各国の高齢化の予測をしめ

す. 現在 G7 やアジア圏においても日本の高齢化率は非常に高く, 世界に例を見ない早さで

高齢化が進行しているが, 今後, 世界的にも高齢化は進行し, 特にアジア圏での高齢化は日

本を上回るスピードで進行すると予測されている. 世界規模の高齢化率は 2010 年では

7.6%であったのに対し, 2060年には 18.3%までに増加する見込みとなっている(2).  

 高齢化の問題点は様々あるが, 看護師や医師などの医療業界の人材不足, 社会保障費の

増大, 介護負担の増大, 生産年齢人口の減少が挙げられる. その中でも特に重大な問題が介

護従事者の不足問題である. 厚生労働省の推計によると, 2000 年の介護保険制度が創設さ

れた当時の介護職員数は約 55 万人であったのに対し, 2013 年には約 171 万人までに増加

した. さらに 2025年には約 248万人の介護従事者が必要になると推計されている. しかし, 

少子化が進むなか, 生産年齢人口が減少し, 2025年において約 30万人の介護職員不足が発

生すると予測されている(3). これに伴い要介護者の増加によって国の介護費用の負担増加, 

 

図 1.1高齢化の推移と将来推計 
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また介護職員不足による親族の肉体的, 精神的負担の増加など, さらなる問題を発生させ

ると予想される.  

 このような問題を解決するために期待されているのが介護・福祉用ロボットである(図

1.3). 介護・福祉用ロボットとは要介護者の排泄・入浴・食事・移乗などの日常生活をサポ

ートするためのロボットであり, 介護従事者の負担軽減・不足対策, 介護を受ける個人の尊

厳の保持, 国の介護費用負担軽減など, 多くのメリットが期待できる. 図 1.4 に経済産業省

が発表した介護ロボットの将来市場予測を示す. この報告によると, 2015 年 167 億円であ

った介護・福祉ロボットの市場は 2020年には 543億円, 2025年には 1239億円, 2035年に

は 4043億円となり, 今後 20年で約 24倍にまで急成長すると予測されており日本の経済発

展という観点においても期待されている分野である(4).  

 

図 1.3介護用ロボット 

https://www.seniorkatsuyou.com/column/social/ueno_0331/

 

図 1.2各国の高齢化の予測 
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1.2研究背景 

 

 産業用ロボットと介護・福祉用ロボットの大きな違いは人間を対象とすることにある. 産

業用ロボットにおいても操作者が工場で働く人間の事故が考えられるが, 多くの場合, 作

業従事者は安全訓練を受け, 注意しながら作業を行っているため, 大きな人的ミスがない

かぎり重大な事故にはなりにくい. しかし介護・福祉ロボットはロボットが扱う対象が人間

であるため, 産業用ロボットよりも安全の担保が重要となる. 例えば要介護者を抱きかか

えるような場合では, 対象が滑らないようにしっかりと支えなければならない反面, 力を

加えすぎると対象にけがをさせてしまう恐れがある. このように, 人間が行うような優し

く繊細な動きが介護・福祉ロボットには求められる. 図 1.5に介護用ロボットを選ぶ際の重

視点のアンケート結果を示す(5). この調査によると「操作が簡単」が 74.4%「価格が安い」

が 68.6%「安全認証の取得」が 54.6%となっている. 操作が簡単であることはロボットのイ

ンターフェイスの問題であるが, 安全で繊細な動きをするロボットを安価に作製すること

は難しい. ロボットはセンサの塊だと言われる通り, 多くの種類のセンサがロボットには

内蔵されている. 特に人間のような優しく繊細でやさしい動きをロボットで実現するため

には, 多数のセンサを内蔵する必要がある. しかし, 多くのセンサを内蔵するとロボットの

価格が上昇してしまう. このような二つの要件を満たす技術として注目されているのが, 

MEMS(Micro Electro Mechanical Systems)技術である. MEMS 技術とは機械要素部品や

センサなどを電子回路とともに一つのシリコン基板, ガラス基板, 有機材料状に集積化し

 

図 1.  

1.4介護・福祉ロボットの将来市場予測 
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たデバイスを作製する技術のことで, 小型,・高性能なデバイスを大量, 安価に作製すること

のできる技術である. そのため, 多くのセンサを一つの機械の中に内蔵しなければならな

いロボット分野とは非常に相性の良い技術である. 我々はこの技術に注目し, 人間とロボ

ットの共存を最終目標として, 介護用ロボットに内蔵する用途のMEMSセンサの研究開発

を行ってきた.  

 

1.3 研究目的 

 

 本研究の目的は生体などを把持対象としたロボットハンドなどに内蔵可能な小型なセン

サを開発することである. 我々は 3種類の小型センサの研究開発を行った. 一つはロボット

内で小さなスペースに内蔵できる圧電アクチュエータ用の位置決めセンサ. 次に繊細なロ

ボットハンドの動作を可能にする小型力覚センサ. 最後にロボット内で多く使用されるア

クチュエータであるモーター用の回転角, 回転角速度センサ(ロータリーエンコーダ)である

(図 1.6).  

ある対象を滑らないようにかつ繊細に把持するという動きを実現しようとしたとき, ま

ず把持対象に負荷される力を測定する必要がある. つまり人間の皮膚や感覚に相当するセ

 

図 1.5介護ロボットを選ぶ際の重視点 
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ンサである. それが開発した小型力覚センサである. しかしこのセンサのみでは繊細に対

象を把持するのに不十分である. 対象に力がかかりすぎている時, あるいはロボットハン

ドから滑ってしまうような時, 負荷される力を調整しなければならない. 人間では筋肉に

あたる部分であり, 人間では無意識に把持力を調整することが可能であるが, ロボットの

場合センサを用いてコントロールしなければならない. そのセンサが圧電アクチュエータ

やモーター用の位置決めセンサやロータリーエンコーダである.  

 

1.4論文概要 

 

本論文は全 5章で構成されている. 本章以降の章の概要は以下に示す通りである. 第 2章

では圧電アクチュエータ用の位置決めセンサの研究開発に関して記す . このセンサでは

我々が開発した光センサチップという光学式センサを用いており, このセンサチップは測

定対象の変位を測定する変位センサとして使用可能である. 本章では光センサチップの設

計, 作製, 評価について述べたのち, 圧電アクチュエータの位置決め制御を行う実験を行っ

た. その後温度センサ内蔵型, 増幅器内蔵型など光センサチップの高機能化に関して述べ

る. 第 3章ではこの光センサチップを用いたせん断力センサに関して述べる. このせん断力

センサの特徴は小型, 二軸方向のせん断力を分離して測定可能, センサ性能(測定範囲, 分

解能)を簡単に調整できるという特徴を持つ. またこのせん断力センサのさらなる高機能化

を可能にする MEMS 光スキャナーに関して述べる. このデバイスはマイクロレンズと

 

図 1.6ロボットハンドとMEMSセンサ内蔵イメージ 

Piezo actuator

Optical sensor chip

Displacement expansion mechanism 

Motor

Micro encoder chip

Shearing force sensor

Diffraction grating scale

MEMS lens actuator device
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MEMSデバイス部で構成されており, それぞれの設計, 作製, 評価に関して述べる. 第 4章

では我々が開発したマイクロエンコーダに関して述べる. 特にマイクロエンコーダは回転

スケールとセンサ部とで構成されているが, 我々は回転スケールをナノインプリント技術

を用いることで, 従来よりも高精度, 高生産性のある作製方法を提案した. また作製した回

転回折格子スケールとマイクロエンコーダを組み合わせて回転角測定の実験を行い, その

結果に関して考察を述べる. 第 5 章にて本論文のまとめを行い, 最後に謝辞を述べ, 本論文

を締めくくる.  
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2. 光センサチップ 

 

本章ではロボットハンド用アクチュエータとして使用される圧電アクチュエータの位置

決めセンサの研究開発について述べる. 本章で記すセンサをロボットハンドに内蔵したと

きのイメージ図を図 2.1 に示す. まず研究背景について述べ, その後我々が開発した光セン

サチップについて説明する. 本センサチップは小型(3[mm]×3[mm])でありながら, 測定対象

となる位置や二軸回りの傾きを測定することがでる. その後, 開発した光センサチップを

用いた圧電アクチュエータの位置決めに関して述べる. この光センサチップを用いること

で圧電素子の位置決め精度が向上する. 最後に光センサチップの高機能化についての研究

開発に関して述べ, 本章を締めくくる.  

 

2.1 研究背景 

 

ロボットハンドは将来, 生体工学や医学関連に応用され, 生体などの壊れやすい対象を

把持する動きが求められる. このような現状を鑑み, 近年様々なロボットハンド, グリッパ

ーの研究がなされている. ロボットハンドのアクチュエータとして電磁モータ(6, 7)や形状記

憶合金(8)を用いたロボットハンドが報告されているが, ロボットハンドの指先に内蔵する

ような用途を考えたとき, これらのアクチュエータではシステムが大きくなりやすくこの

ような用途には不向きである.  

 

図 2.1 圧電アクチュエータと変位測定センサを内蔵したロボットハンドイメージ 

Piezo actuator

Optical sensor chip

Displacement expansion mechanism 
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そこで我々が注目したアクチュエータが圧電素子である. 圧電素子は電圧をかけると体

積が変化する特性を持つアクチュエータで, 電磁式, 空圧式, 油圧式アクチュエータなどの

他のアクチュエータと比較して, 変位精度が高い, 発生力が大きい, 応答速度が速い, エネ

ルギー効率が高いなどの特徴がある. 圧電素子の変位量は非常に微細であり, 数[nm]～数百 

[μm]の動作を行うことが出来るので, 微小な作動が求められる半導体製造装置など精密機

械装置での位置制御用途で応用 が進められてきた. また, 圧電素子は小型化が容易である, 

低消費電力化に優位である, 発熱やノイズが極めて小さく安全性に優れているなどの特徴

より, ロボットハンド用アクチュエータとして研究開発が行われている(9, 10).  

しかし, 圧電素子にはヒステレシス, また温度依存性による非直線性がある(11-14). これら

の要素は圧電アクチュエータの変位精度を悪化させる要因となる. 圧電アクチュエータは

変位量が小さいため変位拡大機構により変位を拡大して使用されるが(10)そのようにすると, 

ヒステレシスや温度依存性の影響が大きく表れる. それゆえに圧電アクチュエータには変

位コントロールが必要である. 圧電アクチュエータの位置コントロールに関する研究はす

でに報告されている(15, 16). 例えばひずみゲージを用いたものや光干渉測定器を用いたもの

があるが, 精度や測定器自体の大きさの問題がある.  

本研究では圧電アクチュエータ用の変位拡大機構を作製し変位の拡大を行い, さらにヒ

ステレシスの影響を取り除くために拡大機構内に我々が研究開発した小型変位センサを組

み込み, 位置コントロールを行った. 光センサチップを用いた変位センサは小型であるこ

とや煩雑なアライメントが必要ないという特徴があるため, 既存の製品にも応用が期待で

きる.  

 

2.2光センサチップ 

 

まず我々が研究開発した光センサチップとその光センサチップを用いた変位測定に関し

て述べる. 測定対象の変位を測定する変位センサは変位のみでなく, 時間微分することで

対象の速度や加速度, また弾性体などと組み合わせることで力覚センサとして使用するこ

とができ, 多くの物理現象をセンシングできる非常に重要なセンサである. 変位を測定す

る非接触センサとして渦電流式(17-20), 超音波式(21-23), 光学式が測定原理として挙げられる

が, 渦電流式は周囲環境の電場の影響を受けやすくロボットなどの数多くの電子部品が搭

載される環境においては使用が難しい. また超音波式は応答速度が比較的遅く, ロボット

ハンドなど高速応答が求められる使用方法には向かない. ロボットへの応用を考えたとき, 

光学式センサは応答性や耐環境性, また測定精度という点で渦電流式や超音波式と比較し

て優位であるが, 一般的に光学式センサは小型化が難しいという欠点がある.  

 そこで我々は MEMS 技術を用いた小型簡単構造の変位センサの研究を行った. 我々の開

発した光センサチップは測定原理としてレーザー三角測量法を用いた. 参照光を必要とす

るような干渉型センサと違い, 非常にシンプルな構造にすることが可能であるため, この
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測定原理は小型化に向いている(24, 25). また我々の開発した光センサチップは光ファイバー

を用いないという特徴を持つ. 光ファイバーを用いた変位測定器は研究開発されており(26-

28), 測定部に光ファイバーの先端を取り付けるだけなので測定部にスペースがなくても容

易に変位を測定することが可能である. しかし, 光ファイバーの根本にある光源や受光部

の小型化は難しく, また光ファイバーは振動による影響を受けやすいため, 大きく可動す

るロボットハンド内部のアクチュエータ用センサとしては不向きである.  

本項では小型簡単構造という特徴を有し, ロボットハンド内のアクチュエータの変位を

測定する応用に適した小型変位センサの研究開発に関して述べる. 従来我々は光センサチ

ップの研究開発の発表を行ったが(29), 非常に小型ではあるものの, 特に受光素子である PD

の煩雑なアライメントが必要であったため, 簡単構造とは言えない. また従来センサは 1軸

方向の直線変位と 1 軸周りの回転変位を測定可能であったが, 測定対象の平面を測定する

という考えにおいて 1 軸方向の直線変位と 2 軸周りの回転変位を測定できる方が望ましい. 

以上のことから PDの煩雑なアライメントがなく, また 1軸方向の直線変位と 2軸周りの回

転変位を測定できるセンサの研究開発を行った.  

 

2.2.1 光センサチップ構造, 設計 

 

図 2.2は光センサチップを用いた小型変位センサの構造の模式図である. 本センサは光を

用いた光学式のセンサであり, VCSEL(Vertical Cavity Surface Emitting Laser)というレーザー

チップと複数の PD が集積化された Si チップがから構成されている. VCSEL が光センサチ

ップの中心にボンディングされており, 複数個の PD はセンサチップの中心を中心とした 3

 

図 2.2 光センサチップ構造模式図 

External mirror

Cover glass

Frame

PD

Silicon wafer
VCSEL
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つの同心円上に配置されている. 一番内側の同心円上に配置されている PD を PDA1, PDB1, 

PBC1, PDD1, 二番目の同心円上の PD を PDA2, PDB2, PBC2, PDD2, 一番外側の同心円上の PDを

PDA3, PDB3, PBC3, PDD3, とする. 本センサは光の反射を用いて変位測定を行うため, 外部ミ

ラーを必要とする. そのため測定時には測定対象の測定面に外部ミラーを張り付けること

で変位の測定を行う. 図 2.3 に光センサチップの各寸法を示す. 光センサチップの全体のサ

イズ(Lx × Ly)は 3[mm]×3[mm]である. 光センサチップの中心から内側 PD, 中間 PD, 外側 PD

までの距離, つまり同心円のそれぞれの半径はそれぞれ, ri=650[µm], rm=800[µm], ro=950[µm]

である. PDは円形であり, その半径 rは 60[µm]である. VCSELの高さ hは 200[µm], センサ

チップ表面からガラスカバー表面までの距離 tは 1300[µm], である. また測定する変位に関

して, 光センサチップ表面から外部ミラーまでの距離を zm, ミラーの x軸回りの回転角度を

θx, ミラーの y軸回りの回転角度を θyと定義する.  

次に測定原理について述べる. 本センサは外部ミラーの一軸方向の直線変位と 2 軸周り

の回転変位を測定する. 図 2.4に測定原理のイメージ図を示す. 図 2.4(a)は直線変位測定, 図

2.4(b)は回転角変位測定のイメージ図である. 光センサチップの中心に配置された VCSEL

 

図 2.3 光センサチップデザイン 
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から光センサチップの法線方向にレーザーが照射される. レーザーは封止用のカバーガラ

スを通過した後, 外部ミラーで反射し, その後光センサチップ上に戻ってくる. この時セン

サチップ上のスポットはある光の強度分布を有している. この強度分布によって, 各 PD か

ら信号が出力される. 図 2.4(a)のように, 外部ミラーがセンサチップ表面の法線方向に直線

移動すると, 光センサチップ上のビームスポットの径が変わり, 結果的に各 PD の出力が変

化する. 対して図 2.4(b)のように, 外部ミラーが x 軸, あるいは y 軸回りに回転すると光セ

ンサチップ上のビームスポットの中心位置が移動し, 同様に各PDの出力が変化する. 各PD

の出力の変化から外部ミラーの変位を測定する原理となっている.  

 

2.2.2 シミュレーション 

 

本研究で開発したセンサは, 上述の通り, 外部ミラーの直線変位と回転変位を測定する

ことができる. 本項では直線と数値計算ソフトを用いたシミュレーションに関して述べる. 

数値計算ソフトとして Mathematica(Wolfram Research)というソフトを用いた. 図 2.5 に幾何

光学の断面図を示す. ただし図 2.5内の z’mはセンサ表面からの距離 zm(図 2.3)を用いて以下

の式で定義する.  

 

 

(a) 

 

(b) 

図 2.4 光センサチップ測定原理(a)直線変位測定(b)回転角変位測定 

Linear 

displacement

Angular 

displacement
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z′m = zm + t                                                                (2.1) 

 

VCSEL から出た光はミラーで鏡面反射されセンサの光検出面上に戻ってくる. 解析ではミ

ラーは光を完全に鏡面反射すると仮定し, 反射による減衰はないと仮定した条件で行った. 

この時, VCSELの中心から照射された後, 外部ミラーで反射し, センサチップ上に照射する

光強度は図 2.5 中の点 A から照射された光強度と一致する. 点 A を原点とする x’ – y’ – z’ 

直交座標系と, PD 検出面上に x− y 座標系をとる. 外部ミラーが θx,θy傾いているとき, その

平面は以下の式で表される.  

 

z = x tan θx + y tan θy + zm                                               (2. 2) 

 

なお zm は光センサチップの表面から外部ミラーまでの距離である. この平面の法線ベクト

ルは 

(tanθx, tan θy, −1)                                                              (2. 3) 

 

となる. 入射光と反射光のなす角は, 入射光と反射面の法線ベクトルのなす角の 2倍になる

ため, 反射光の光線ベクトルはこの法線ベクトルを用いて, 以下の式で表される.  

 

 

図 2.5 光センサチップ数値シミュレーションモデル 
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(tan θx, tan θy,
−tanφ

tan(2 φ)
)                                                   (2. 4) 

 

 φ = tan−1(√(tanθx)
2 + (tanθy)

2)                                        (2. 5) 

 

この時, x-y平面上のビームスポットの中心座標を(xc,yc)とすると 

 

xc = tanθx

zm tan(2 φ)

tanφ
                                                 (2. 6) 

yc = tanθy

zm tan(2 φ)

tanφ
                                                 (2. 7) 

 

となる. この解析の目的は, PD に入射する光パワーとミラー位置(zm,θx,θy) との関係を求め

ることである. そこで, まず PD の光検出面(x − y 平面) 上の光強度分布 I(x, y) を求める

VCSELの中心からビームが照射される. VCSELのビームプロファイルをガウシアン分布と

仮定する. 実際に使用した VCSEL もビームプロファイルがガウシアン分布に近いものを使

用している. この光束密度は以下の式で表される.  

 

I(x, y, z) =
2 P

π ω
exp(−

2(x2 + y2)

ω2
)                                   (2. 8) 

 

ω = z tan
Θ

2
                                                              (2. 9) 

 

I(x, y, z)は点 Aから照射した光の座標(x, y, z)における光強度である. それぞれ光センサチッ

プの中心を原点とした座標である. z’は VCSELの照射点からの距離である. P は光線中心の

強度, Θはビーム全角幅を示している. ビーム全角幅とは, ビーム半幅(bean half-width: 光強

度が中心強度に対して 1/e2=0. 135335 まで低下する半径方向の距離) の拡がり角を意味し

ている. ただし, z がレイリー領域よりも十分に大きいと仮定している. A 点から(xc, yc)距離

sは以下の式で表される.  

 

s = √z′m
2
+ xc

2 + yc
2                                                 (2. 10) 

 

x-y面に入射する入射光と垂直に交わる面は以下の式で表される.  
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z = x tan( 2 θx) + y tan( 2 θy) − (xc tan2 θx + yc tan2 θy)                 (2. 11) 

 

x-y平面上の任意の点(x,y)からこの平面まで距離 s’とすると 

 

s′ =
x tan(2 θx) + y tan(2 θy) − (xc tan 2 θx + yc tan2 θy)

√(tan(2 θx))2 + (tan(2 θy))
2
+ 1

              (2. 12) 

 

となる. x-y 平面に入射する光の光束強度分布における距離 z’は x-y 平面の座標(x,y)に依存

する. それは入射光が x-y平面に対して傾いているためである. そのため,  

 

z′ = z′m − h + s + s′                                                 (2. 13) 

 

となる. また x’,y’は x-y平面では以下の式で表される.  

 

x′ = (x − xc) tan(2 θx)                                             (2. 14) 

 

y′ = (y − yc) tan(2 θy)                                             (2. 15) 

 

以上より, まとめると, PD平面上つまり x-y平面上における光束強度分布はセンサチップと

ミラー間距離 zmを用いて 

 

I′(x, y) =
2 P

π ω
exp(−

2(x′2 + y′2)

ω2
)                                   (2. 16) 

ω = z′ tan
Θ

2
                                                        (2. 17) 

ただし 

z′ = z′m − h + s + s′                                                (2. 13) 

 

x′ = (x − xc) tan(2 θx)                                             (2. 14) 

 

y′ = (y − yc) tan(2 θy)                                            (2. 15) 

 

となる. なお zm, xc, yc, s, s’はそれぞれ(2.1)(2.5), (2.6), (2.9), (2.11)で表される. 関数 I(x,y) は, 

x’− y’ 平面上で z’ 軸方向に向かう光の強度を表している. x− y 平面上に垂直に通過する強

度とするためには, この式に cos(2 φ) を掛けあわせる必要がある. すなわち, x− y平面を垂
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直に通過する光強度 I(x,y) は,  

 

I(x, y) = I′(x, y) cos(2 φ)                                    (2. 18) 

 

と表される. 以上で PD の光検出面に垂直に通過する光の強度分布 I(x,y) が求められた. 強

度分布 I(x,y) を, PD の光検出部面積で積分することによって PD に入射する光のエネルギ

ーが求められる. 各 PDの光検出領域を ΩA1, ΩA2, ΩA3, ΩB1, ΩB2 , ΩB3, ΩC1, ΩC2, ΩC3, ΩD1, ΩD2 ,  

ΩD3, とすると,  

 

ΩA1 = (x, y)|x2 + (y − ri)
2| ≤ r2              (2. 19) 

 

ΩA2 = (x, y)|x2 + (y − rm)2| ≤ r2            (2. 20) 

 

ΩA3 = (x, y)|x2 + (y − r0)
2| ≤ r2             (2. 21) 

 

ΩB1 = (x, y)|(x + ri)
2 + y2| ≤ r2              (2. 22) 

 

ΩB2 = (x, y)|(x + rm)2 + y2| ≤ r2            (2. 23) 

 

ΩB3 = (x, y)|(x + ro)
2 + y2| ≤ r2             (2. 24) 

 

ΩC1 = (x, y)|x2 + (y + ri)
2| ≤ r2              (2. 25) 

 

ΩC2 = (x, y)|x2 + (y + rm)2| ≤ r2            (2. 26) 

 

ΩC3 = (x, y)|x2 + (y + ro)
2| ≤ r2             (2. 27) 

 

ΩD1 = (x, y)|(x − ri)
2 + y2| ≤ r2             (2. 28) 

 

ΩD2 = (x, y)|(x − rm)2 + y2| ≤ r2            (2. 29) 

 

ΩD3 = (x, y)|(x − ro)
2 + y2| ≤ r2             (2. 30) 

 

   
 

となる. x− y平面上の面積を Ω で表すと, PDnに入射する光強度 Pnはそれぞれ, 以下のよう

にして求められる.  
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Pn = ∫ I(x, y)dΩ
Ωn

                                            (2. 31) 

  
 

 

となる . この論理計算では, 式の導出を簡単にするため, カバーガラスの存在を無視して

いる. カバーガラスが存在する場合は, 屈折率の差から, センサ上でのビームスポットの形

状が多少変化することが予想されるが, その変化は微小であると考えられ, センサの基本

的な特性に関しては大きな違いは無いと考えている 

 次に光センサチップ上の光強度分布のシミュレーションを行った. まずミラーを直線移

動させた場合の計算を行った. 図 2.6 に, ミラーとセンサのガラスカバー表面の距離 zm を

2000[µm], 3000[µm], 4000[µm], また θx=0[deg.], θy=0[deg.] のときのセンサチップ表面上での

光強度分布 I(x,y) の等高線図を描いた結果を示す. 等高線図内の円は, PD の光受光部を表

している. シミュレーション結果より, zmの増加により, スポット径が広がり, PD 上の光強

度が変化していくことがわかる.  同様にミラーを回転変位させた場合の計算を行った. 図

2. 7 にその結果を示す. ミラーの回転角 θ, zm=2000[μm]で θx=-2. 5[deg.], 0[deg.], 2. 5[deg.],  

θy=-1. 5[deg.], 0[deg.], 1. 5[deg.] のそれぞれの場合について光強度分布 I(x,y) の等高線図を

描いた. 回転角測定は先ほども触れたように, ミラーの傾きによって各 PD の出力信号に差

が生じることを利用したもの原理であるため, 外部ミラーが傾いた場合, センサに戻って

くる反射光のビームスポットの中心位置が移動し, 光強度の最大値を示す位置がセンサの

中心部からずれる. ビーム断面の強度分布はガウス分布に従うため, ビームの中心に近い

ほど光強度は強くなる. そのため, ミラーが傾き距離が近くなった PD はより大きな光強度

を受け取ることとなり, 逆に遠ざかった PDはビームスポットから離れるのでより小さい光

強度しか受け取れなくなる. このことを利用し回転角度測定を行う. 次に信号処理に関し

て述べる. 直線変位測定のための信号を Sinner, Smiddle, Souterを以下の式で定義した.  

 

Sinner = PA1 + PB1 + PC1 + PD1                                      (2. 32) 

 

Smiddle = PA2 + PB2 + PC2 + PD2                                     (2. 33) 

 

Souter = PA3 + PB3 + PC3 + PD3                                       (2. 34) 

 

このように信号を足し合わせることで, 直線変位測定時の微小な角度変化の影響を除去す

ることができる. 図 2.8に zm=0~6000[µm]の時の Sinner, Smiddle, Souterを示す. 初期状態から直線

移動するにつれて出力電圧が上昇し, ある位置でピーク値をとり, その後出力電圧が減少

す る
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

図 2.6 直線変位シミュレーション結果 

(a)zm=1000[µm](b)zm=2000[µm] (c)zm=3000[µm] 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

図 2.7回転角変位シミュレーション結果(a) θx=-2.5[deg.], θy=-1.5[deg.]  

(b) θx=0[deg.], θy=0[deg.](c) θx=2.5[deg.], θy=1.5[deg.] 
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図 2.8直線変位出力信号シミュレーション結果 
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(b) 

図 2.9回転角変位出力信号シミュレーション結果 

(a) θx=-3~3[deg.], θy=0[deg.] (b) θx=-3~3[deg.], θy=2[deg.] 
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という信号となる. また PD の位置が VCSEL 中心から離れるにつれて出力電圧は小さくな

る. ピーク値の前後に直線部分があり, この直線部分が測定範囲となる. ピーク前を Front 

Slope, ピーク後を Back Slope とする. Front Slopeは高分解能の測定に向いており, Back Slope

は測定範囲の広いことが期待できる. また本センサの分解能は信号の直線部分の傾きに依

存し信号が大きいほど傾きが大きくなるため, Sinnerが最も分解能が良いと考えられる. 次に

回転角度測定の信号処理に関して述べる. y軸回りの回転角度測定のための信号を Srotx, x軸

回りの回転角度測定のための信号を Srotyとする. それぞれ以下の式で表す.  

 

Srotx =
PD1 − PB1

PD1 + PB1
                                                     (2. 35) 

 

Sroty =
PA1 − PC1

PA1 + PC1
                                                      (2. 36) 

 

この式を用いることで θｘと θyの回転角度を分離して測定することができる. ミラーを傾け

たときの Srotx, Srotyの結果を図 2.9 に示す. 図 2.9(a)は θx=0[deg.]で θyを-3~3[deg.]傾けたとき

の信号である. Srotxは 0 のままであり, Srotyの信号が大きく変化している. 図 2.9(b)は θx=3~-

3[deg.], θy=2[deg.]に傾けた際の信号である. Srotx, Sroty それぞれ変化しており, 傾きの方向に

対応している. これらの結果からこのセンサが傾きの方向を分離してそれぞれ測定するこ

とができるといえる.  

 

2.2.3作製 

 

次に光センサチップの作製方法に関して述べる. 本センサチップは北九州学術研究都市

共同研究開発センターの装置を用いて作製した. まず図 2.10 に基本的なフォトリソグラフ

ィーの模式図と実際に使用した装置を示す. フォトリソグラフィーとは光に対して感光性

を持つフォトレジストと呼ばれる物質を表面に塗布し, フォトマスクと言われる基板に描

かれた素子・回路パターンを焼き付けることにより, 露光されている部分と露光されていな

い部分からなるパターンを生成する技術のことである. 使用した装置は主にコーターディ

ベロッパー(CB-50, リソテック)とステッパー(1500MVS, Ultratech)である. コーターディベ

ロッパー―は, フォトレジストの塗布, ベーク, 現像を行うことのできる装置である. また

ステッパーはレチクルと呼ばれるフォトマスクを用いて, そのフォトマスクに描かれたパ

ターンを投影レンズで縮小し, ウェハに投影する装置である. まずコーターディベロッパ

ーを用いて, HMDS(hexamethyldisilazane)と呼ばれるプライマーの塗布を行う. プライマーは

ウェハの表面改善を行い, その後塗布するフォトレジストの密着性を向上させる働きを持

つ. その後フォトレジストの塗布を行う. 使用したフォトレジストはポジ型と呼ばれるも
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ので, 感光した部分が現像液に溶解しやすくなる性質を持つ. 逆に感光した部分が現像液

に溶解しにくくなるフォトレジストをネガ型と呼ぶ. プライマー, フォトレジストの塗布

はスピンコーティングという方法で行う. スピンコーティングは回転台にウェハを固定し, 

その表面にプライマーやフォトレジストを垂らし, 回転台を回転させることで塗布を行う

方法である. 回転台の回転時間・速度をコントロールすることで膜厚の調整することが可能

である. その後, コーターディベロッパー内のホットプレート上にウェハを置くことでレ

 

図 2.10 リソグラフィープロセス 
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図 2.11 光センサチップフォトマスクデータ 
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ジスト内の溶媒を蒸発させるプリベークという工程を行う. 次にステッパーを用いてパタ

ーンの露光を行う. あらかじめウェハにアライメントマークと呼ばれる位置合わせ用のマ

ークを形成し, そのアライメントマークの形状をステッパーに読み込ませる. ウェハ上の

アライメントマークとマスク上のアライメントマークが一致するよう, ウェハ側のステー

ジを微調整し, その場所に露光を行うことで, 高精度に位置合わせを行った露光を行うこ

とが可能となる. その後, 再度コーターディベロッパーを用いてフォトレジストの現像を

行う. 現像を行うことで, ステッパーで感光した部分が現像液に溶解し, フォトマスクのパ

ターンが浮き出る. 最後にホットプレートを用いてポストベークを行い, フォトレジスト

の焼き固めを行う. 以上がフォトリソグラフィーの基本的な工程である.  

 次に光センサチップの作製プロセスについて述べる. 基本的には上述のフォトリソグラ

フィーの後, イオン注入・エッチング・スパッタなどの工程を行い, その後フォトレジスト

を除去するという工程を繰り返す. 図 2.11 に使用したマスクデータを示す. 中央にあるア

ルミ膜が VCSEL をボンディングするためのパッドとアライメントマークである. また周辺

に配置している四角のアルミ膜がワイヤーボンディング用のパッドである. このパッドと

PCB 基板をワイヤーディングし, PD の出力を取り出す. 図 2.12 に PD 周辺のプロセスフロ

ーを示す. ただし, フォトリソグラフィーの工程は繰り返しになるため省略する.  

(1)アセトンでウェハ表面の希 HFを用いてウェハに形成された自然酸化膜を除去する.  

(2)酸化炉(IX-200 武蔵工業)を用いて下敷き酸化膜を形成し, その後プラズマ CVD(PD-220 

samco)で窒化膜を堆積する. この下敷き酸化膜は引っ張り応力を持つ窒化膜と Si ウェハと

のバッファ層として機能するとともし, イオン注入時の表面保護膜の役割を有する.  

(3)フォトリソグラフィーで nウェル領域のパターニングを行い, RIE(Reactive Ion Etching)装

置(RIE-10NR, Samco)を用いて窒化膜のエッチングを行う.  

(4)中電竜型イオン注入装置(IMX-3500, ULVAC)を用いてイオンの注入を行う. 本作製では n

型半導体形成のために P, p型半導体形成のために Bを使用した. Nウェル形成のために P を

注入する 

(5)熱酸化(アンモニア酸化)を行い選択した領域の酸化を行う. 窒化膜が堆積された部分は

酸素を透過しないため, 選択的な酸化を行うことが可能となる.  

(6)RIE 装置を用いて窒化膜のエッチングを行う 

(7)p ウェル領域のイオン注入を行う. 選択酸化を実施した領域がマスクとなり, n ウェル領

域以外に B を注入する.  

(8)BHF(Bufferd HF)を用いて選択酸化領域の酸化膜を剥離する.  

(9)熱酸化(アンモニア酸化)を行い, 全面の酸化を行う.  

(10)フォトリソグラフィーでアクティブ領域の酸化膜のドライエッチングを行い, その後保

護酸化膜の形成を行う.  

(11)n-select領域に P を高濃度に注入する.  

(12)p-select領域に B を高濃度に注入する.  
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図 2.12 光センサチップ作製プロセス 
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(13)プラズマ CVD を用いて酸化膜を堆積する. その後窒素雰囲気下でアニールを行い, 絶

縁膜の強化を行う 

(14)コンタクト領域のフォトリソグラフィー, RIE 装置を用いたエッチングを行い, via を形

成する.  

(15)スパッタ装置を用いて, 全面にアルミ膜を成膜する.  

(16)フォトリソグラフィーを行い, 配線領域のエッチングを行う. リン酸を用いてエッチン

グした後, フォトレジストを除去する.  

(17)窒素雰囲気中でシンタリングを行い, アルミ膜とシリコンを界面で合金化させ良好なコ

ンタクトを実現させる.  

(18)バックグラインド, ダイシングを行い, チップ化する.  

以上のプロセスで光センサチップの作製を行う. 作製した PD は表面実装型の PN フォトダ

イオードである. p 領域と n 領域の界面を空乏層と呼ぶ. 光エネルギーによって空乏層で生

成された電子は n 領域へ, 正孔は p 領域へ流れ, 外部回路に電流として出力される. 表面実

装化することで, 陽極・陰極ともに表面から取り出すことができる. また後述する MOS ト

ランジスと作製プロセスと同時に作製することが可能となる. 図 2.13 に作製した光センサ

チップのダイシング前のウェハを示す.  

次にアセンブリに関して述べる. 図 2.14 にアセンブリのプロセスの模式図を示す. まず, 

形成した VCSEL 用のパッドに導電性ペースト(ドータイト)を塗布し, その上に VCSEL を

置き, パッドに形成したアライメントマークをもとに位置合わせを行う. また PCB 基板に

も導電性ペーストを塗布し, 光センサチップを配置する. 次に加熱炉に入れ, 120[℃] 一時

間加熱し, 導電性ペーストを硬化させる. その後ワイヤーボンディングを行う. ワイヤーに

は金ワイヤー(20[µm]φ)を用いた. ワイヤーボンディング装置に光センサチップをボンディ

ングした PCB 基板を固定し, ワイヤーが接着しやすくなるようヒーターで光センサチップ

と PCB基板を加熱し, 各パッドと VCSELのワイヤーボンディングを行う. 最後にカバーガ

 

図 2.13 光センサチップ(ダイシング前) 
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ラスで光センサチップを保護する. 図 2.15 は作製した光センサチップの写真である. 撮影

のために, カバーガラスが無い状態で撮影を行った. 光センサチップのサイズは 3[mm]角と

非常に小型であり, またアライメントは VCSEL のボンディングの時に必要なだけで, 一般

的な光センサに必要な光学素子(レンズ,回折格子,分光器など)の煩雑なアライメントの必要

がない. また非常に簡単な構造である.  

 

図 2.14 光センサチップアセンブリプロセス 
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図 2.15 光センサチップ SEM画像 
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図 2.16 は PCB 基板も含めた光センサチップである. 各 PD の出力電流は外部抵抗で電圧変

換されたのち, 基板上に実装された増幅回路で増幅される. 図 2.17 に増幅回路の回路図を

示す. オペアンプ(TC75W60FK,  東芝セミコンダクター＆ストレージ社)を使用した非反転

増幅回路であり, 5.68倍の増幅を行った. PCB基板には 20個の入出力端子があり, 増幅後の

PD 出力の出力端子, VCSEL 電源端子, オペアンプ電源端子, 共通グラウンド端子となって

いる.  

 

図 2.16 基板実装後光センサチップ 

 

図 2.17増幅回路図 
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2.3 光センサチップの変位測定時における特性評価 

 

次に作製した光センサチップの変位測定の特性評価を行った. まず実験系に関して述べ

る. 図 2.18 に実験系を示す. 光センサチップは手動ステージで作製した治具に取り付けら

れている. 外部ミラーは自動ステージ(シグマ光機)で作製した自動ステージに張り付けられ

ており, 光センサチップに対面するように配置した. 自動ステージは x,y,z 軸の直線移動, θx, 

θy,θz の回転移動が行える. 外部ミラーの表面が θx,θy の回転中心になるよう, 外部ミラーの

位置合わせを行っている. 自動ステージコントローラは LabVIEW (National Instruments) に

接続されており, LabVIEW に移動量, 移動速度を入力することで, 等速で直線移動, 回転移

動を行う. また光センサチップの出力電圧も LabVIEW で測定を行っている. 実験系は防振

台の上に組み立てており, 微小な振動による信号のゆらぎを防止している. VCSELを7 [mA]

の定電流駆し, またオペアンプには 5[V]の定電圧を印可した. また室温下で実験を行った. 

この状態を初期状態とする.  

 まず直線変位測定の実験を行った . 初期状態から z 方向に外部ミラーを直線移動

(zm=0[μm]~4000[μm])させた際の信号を取得した. 図 2.19 は Sinner,Smiddle,Souterの信号を示して

いる. 初期状態から直線移動するにつれて出力電圧が上昇し, ある位置でピーク値をとり, 

その後出力電圧が減少するという信号となる. また PD の位置が VCSEL 中心から離れるに

つれて出力電圧は小さくなる. ピーク値の前後に直線部分があり, この直線部分が測定範

囲となる. ピーク前の直線部分を Front Slope, ピーク後の直線部分を Back Slope とする. 

Front Slopeは直線の傾きが大きいため高分解能の測定に向いており, Back Slope は直線部分

 

図 2.18光センサチップ実験系 
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が長いため測定範囲の広いことが期待できる. また本センサの分解能は信号の直線部分の

傾きに依存し信号が大きいほど傾きが大きくなるため, Sinnerが最も分解能が良いと考えられ

る. 出力電圧から Sinnerの Front Slopeにおける電気的分解能を計算すると 1.33% Full Scale (測

定範囲 100 [μm]時)であった.  

 

次に回転変位の実験を行った. 外部ミラーを傾けたときの Srotx, Srotyを測定する. 測定結果

を図にしめす. 図 2.20(a)は θy=0[deg.]で θxを-3~3[deg.]傾けたときの信号である. Srotyはほぼ

0 のままであり, Srotx の信号が大きく変化している. また図 2.20(b)は θx=3~-3[deg.], θy=-3~3 

[deg.]に傾けた際の信号である. Srotx, Srotyそれぞれ変化しており, 傾きの方向に対応している. 

これらの結果からこのセンサが傾きの方向を分離してそれぞれ測定することができるとい

える. この時の Srotxのセンサの角度測定分解能を計算すると 1.60 % F.S(測定範囲±1.5[deg.])

であった.  

以上の結果から本センサは 1 軸の直線変位, と 2 軸周りの回転角度をそれぞれ測定でき

ることができる. センサの分解能に関して, 検出用 PD で生じた信号が初段のアンプに達す

るまでの配線でノイズがのってしまい, そのノイズがセンサの分解能を悪化させていると

考えられる. この問題を改善方法として PDと初段アンプの距離を近づけることが挙げられ

る. 後述するが PDとオペアンプをセンサチップ上にモノリシックに作り込むことで PDと

初段アンプの距離を近づけることが可能となり, さらなる高精度化と小型化も期待できる. 

さらに分解能を低下させる要因としてボンディングワイヤーによる光の反射の影響が考え

 

 

図 2.19 直線変位測定実験結果 
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られる. 本センサではミラーで反射してその後直接 PD に照射する光を利用している. しか

し, ミラーと PD 面の間にワイヤーが存在しているため, ミラーで反射したのちワイヤーで

乱反射し PD で検出されるという光が存在する恐れがある. このため,  PD とオペアンプを

同時に作り込むということはセンサの精度やリニアリティの改善に有効であると考えられ

る.  さらに温度変化による PD, VCSELの特性変化もセンサの精度悪化の原因となる. 特に

 

(a) 

 

(b) 

図 2.20回転角測定実験結果 

(a) θx=-3~3[deg.], θy=0[deg.] (b) θx=-3~3[deg.], θy=3~-3[deg.] 

 

-0.5

-0.25

0

0.25

0.5

-3 -2 -1 0 1 2 3

S
ro

t
[-

]

Rotation Angle [deg.]

Srotx

Sroty

zm=2000 um

-0.5

-0.25

0

0.25

0.5

-3 -2 -1 0 1 2 3

S
ro

t
[-

]

Rotation Angle [deg.]

Srotx

Sroty

zm=2000 um



31 

 

光素子は温度変化による影響を受けやすく, 温度補償は光センサにとって重要な意味を持

つ. 温度補償をする手法として, 常に VCSEL の出力をモニターし温度に対して変化した

VCSEL出力を一定になるように制御する APC(Automatic Power Control)制御を行う方法とセ

ンサチップ内に温度センサを組み込み実際の温度を測定し, その温度に応じた補正係数を

算出する方法とが挙げられる. 後者の方法の温度補償に関して 2.5.2にて述べる.  

 

2.4 圧電アクチュエータ用変位拡大機構の変位コントロール 

 

2.4.1 圧電アクチュエータ用変位拡大機構 

 

 

 

 

図 2.21圧電アクチュエータ変位拡大機構模式図 
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図 2.22圧電アクチュエータ変位拡大機構デザイン 
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 次に光センサチップを用いた圧電アクチュエータの位置決めコントロールの実験に関し

て述べる. 本実験の目的は圧電アクチュエータが有するヒステレシスの影響による変位誤

差を, 我々が開発した光センサチップを用いて制御することである. 図 2.21 に作製したセ

光センサチップ内蔵の圧電アクチュエータ用変位拡大機構を示す. また金属部品 1,2の寸法

を図 2.22 に示す. 本機構は圧電アクチュエータ, 光センサチップ, 金属部品 1, 金属部品 2

の 4 つの部品から構成されている. 金属部品 1, 金属部品 2 の材質はステンレスである. 図

2.21 のように圧電アクチュエータ(AE0203D44H40F, NEC-Tokin)は金属部品 1 では挟み込ま

れており, また金属部品 1は金属部品 2にねじで固定されている. 光センサチップも同様に

は金属部品 1 に固定されている. 金属部品 2 の天井背面に変位測定用の外部ミラーを接着

している. 外部ミラーは Si 基盤に Cr を蒸着し作製しており, 光センサチップの位置がミラ

ーの真下にくるよう位置の調整を行っている. 光センサチップの直線変位測定範囲に合わ

せてセンサ表面からミラー面までの距離が 3000[µm]になるように調整している. 部品間の

遊びをなくすために圧電と金属部品 1 接着剤で固定されている. 同様に金属部品 1 と金属

部品 2 はそれぞれネジで固定したのち接着剤で固定されている. てこの原理により圧電の

変位が拡大されてステージの変位となる.  

 実験系を図 2.23 に示す. コンピュータの USB 端子から圧電アクチュエータをコントロー

 

図 2.23圧電アクチュエータ変位制御実験系 
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ルする電圧を出力する. USB端子からの出力電圧は最大で 5[V]であるため, 出力された電圧

を圧電アクチュエータ用の電圧増幅器を通して増幅し, 圧電アクチュエータに印可する. 

増幅器で 30 倍に電圧を増幅するため, 最大で 150[V]の電圧が圧電素子に印加される. 光セ

ンサチップの出力はコンピュータに入っている. ソフト LabVIEW を使用してデータを取得

している. 変位センサの裏側にはレーザー変位計(LK-G15, KEYENCE)を配置し, ステージ

の変位を 0.1 [μm]の分解能で測定している. 図 2.24 に実際に作製した圧電拡大機構を示す. 

変位拡大機構の上部に配置したレーザー変位計を用いて変位拡大機構の変位量を測定して

いる. 変位拡大機構の精密な動き実現するためには, この圧電アクチュエータのヒステレ

シスを取り除く必要がある. しかし図 2.24 からわかるように一般的に販売されているレー

ザー変位計は非常に大きく, 小型の拡大機構に埋め込む用途には向いていない . 対して, 

我々が開発した光センサチップは非常に小型であるため, 実験系のような小さなスペース

に埋め込む用途に適していることがわかる.  

 

 

 

 

図 2.24 圧電アクチュエータ変位拡大機構 
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2.4.2 実験と結果 

 

 まず, この実験系のヒステレシス特性の取得と, 光センサチップの校正を 

行う実験を行った. 圧電に印加する電圧を 0[V]→150[V]→0[V]と連続的に変化させた時の

変位量をレーザー変位計と光センサチップを用いて測定した. 印加電圧は 0.05 [Hz]の三角

波形状である. 温度は室温であり, 防振台の上に実験系を置き, 実験を行った.  

図 2.25(a)にレーザー変位計の信号を示す. 図 2.25(a)の結果より, 印可電圧が 150 [V]の時変

 

(a) 

 

(b) 

図 2.25(a)レーザー変位計出力(b)光センサチップ出力 
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位拡大機構の変位が 96.2[μm]であった. 使用した圧電アクチュエータは 150[V]  印可時, 

42.0[μm]の最大変位を有するため, 拡大機構により約 2.29 倍, 変位が拡大されていることが

わかる. また実験結果により, 印可する電圧の上昇時, 下降時でヒステレシス特性があるこ

とが分かる. つまり同じ電圧を印可しても, その電圧に達するまでの履歴により圧電アク

チュエータが発生する変位が異なることを意味する. これは圧電アクチュエータの変位誤

差の大きな原因となる. 圧電アクチュエータのヒステレシスにより最大で 7.5[µm]の変位誤

差が発生している. また図 2.25(b)に光センサチップで取得した信号を示す. 高分解能で測

定するために Sinnerを用いた. 本ステージの変位量は約 96[μm]であったため測定範囲も十分

である. 光センサチップの位置はミラー面との距離が Sinner の BackSlope の中心になるよう

に調整されている. 結果より, 変位をレーザー変位計同様ヒステレシスが確認できる. また

Sinner とレーザー変位計の変位量のグラフを図 2.26 に示す. グラフからわかるように測定位

置の変位に対して直線の信号が得られている . この信号を直線近似したところ , 傾き-

2.33[mV/ µm]であり, R 二乗値は 0. 9996である. 以上により, 圧電アクチュエータのヒステ

レシス特性の確認, また光センサチップ用のキャリブレーション信号の取得が完了した.  

 次に上述の信号から制御用のプログラムの作成を行い, その制御プログラムを行った実

験結果について述べる. まず制御プログラムを LabVIEW を用いて作成した. 図 2.27 にプロ

グラムのプロトコルを示す. プログラムの内容はある設定した目標値に対して, 光センサ

チップで取得した変位情報をもとに印可電圧をコントロールするものとなっている. あら

かじめ取得している特性で, 変位センサ出力の変化の目標値を決める. 目標値は以下の式

で算出している 

 

 

図 2.26 レーザー変位計出力と光センサチップ出力の関係 
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y = a x + b                                                         (2. 37) 

 

yは目標値, a, bは図 2.26で得られた近似直線の傾きと切片, xは変位量である. 図 2.26の結

果より, a=2.3315,  b=807.75 となる. 光センサチップの出力が目標値になるように常に印加

電圧を自動的に調整する. 光センサチップによる変位コントロールの評価のために, 変位

拡大機構の位置をレーザー変位センサを用いて測定する. 図 2.28 は実験中のレーザー変位

と光センサチップの出力をしめす. それぞれ目標値を入力したとき, 出力が変化している

のがわかる. 光センサチップの出力が計算した目標値まで到達するまで変化し, 同様にレ

ーザー変位計の出力も変化する. 目標値に達すると, 一定の値となる. 十分時間を待ち, 再

度目標値を入力する. 実験結果より 10[μm]刻みの入力に対して, レーザー変位計の出力が

 

図 2.27位置決め制御プロトコル 
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約 10[µm]変化していることがわかる. 図 2.29 は入力値を増加させた時と減少させたときの

レーザー変位計の出力をしめす. 同じ入力に対して上昇・下降時で信号のばらつきがあるが, 

ヒステレシスカーブは確認できなかった. 上昇・下降時におけるヒステレシスの最大誤差は

1.9[µm](目標位置 50[µm]時)であった. しかし目標値を実際にコントロールした位置との誤

差は最大で 3.3[µm]であった. 以上の結果に関して考察を行う.  

 

 

図 2.28実験時のレーザー変位計出力と光センサチップ出力 
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図 2.29 位置決め制御後のレーザー変位計出力 
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2.4.3 考察 

 

実験結果よりヒステレシスによる信号のズレは 1.9[µm]と, 制御無しのヒステレシスによ

る変位誤差 7.5[µm]と比較して減少していることがわかる. この結果によりヒステレシスに

よる変位誤差を我々が開発した光センサチップを用いて除去できていることがわかる. し

かし目標値と出力に最大で 3.3[µm]の差がある. この原因として測定部の傾きの影響が考え

られる. 光センサチップの電気的分解能は図 2.19 より 1.33%F.S(測定範囲 100[µm])つまり

1.33[µm]であるが, この値は測定対象が光センサチップに対して正対した状態で変位した

ときの値である. 本実験系では金属部品 1, 2 の作製精度により, 変位発生時, 微小な傾きが

発生することが予測される. この傾きが変位の目標値と実験値の誤差になっていると考え

られる. 我々の光センサチップは各 PDの出力を用いることにより 2軸の傾き角度を測定す

ることも可能であるため, 各 PDの出力から傾きの影響を除去することができると期待でき

る.  

 

2. 5 光センサチップの高機能化 

 

 次に光センサチップの高機能化について述べる. 先述の通り, 光センサチップの PD は

CMOSトランジスタとともに作製することが可能である. COMS トランジスタを PDととも

にモノリシックに作製することで, 温度センサやオペアンプを PDとともに作製することが

できる. まず CMOS 作製プロセスに関して述べた後, そのプロセスで作製した光センサチ

ップの 2 つ高機能化に関して述べる. 一つは温度センサ内蔵型光センサチップの作製と変

位測定の温度補償に関して, もう一つは増幅器内蔵型光センサチップの作製と高分解能化

に関してである.  

 

2.5.1 CMOSプロセス 

 

 CMOS プロセスに関して述べる. 図 2.30 に CMOS 周辺の作製プロセスを示す. 作製は北

九州学術研究都市共同研究開発センターの装置を用いて行った.  

(1)アセトンでウェハ表面の希 HFを用いてウェハに形成された自然酸化膜を除去する.  

(2)酸化炉を用いて下敷き酸化膜を形成する.  

(3)フォトリソグラフィーで nウェル領域のパターニングを行い, P をイオン注入することで

n ウェル領域を形成する.  

(4) フォトリソグラフィーで p ウェル領域のパターニングを行い, B をイオン注入すること

で pウェル領域を形成する.  

(5)プラズマ CVDにより窒化膜の堆積を行う. この窒化膜は選択酸化のマスクとしての役割

を果たす. 窒化膜堆積後, ウェルの引き伸ばし拡散を実施する.  
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図 2.30 光センサチップ作製プロセス(CMOSプロセス) 
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(6)素子分離イオン注入を行う領域のレジストパターニングを行い, Bの注入を行う.  

(7)熱酸化(アンモニア酸化)により選択酸化を実施する. 窒化膜が堆積されている箇所は酸

素を通さないため選択的に酸化することができる.  

(8)窒化膜を RIE で除去した後, フィールド酸化を実施する.  

(9)アクティブ領域のフォトリソグラフィー, 酸化膜のエッチングを行い, ゲート酸化を行

う.  

(10)nMOSFET の Vth 調整用レジストパターニング, イオン注入を行う.  

(11)pMOSFET の Vth調整用レジストパターニング, イオン注入を行う.  

(12)減圧 CVD により, ウェハ全面にポリシリコン膜を堆積させる.  

(13)ポリシリコン膜に導電性を付与するために P イオンを注入する.  

(14)ゲート配線領域のフォトリソグラフィーの後, ポリシリコン膜のエッチングを行う.  

(15)n-select領域のフォトリソグラフィーの後, P を高濃度に注入する.  

(16)p-select領域のフォトリソグラフィーの後, Bを高濃度に注入する.  

(17)プラズマ CVD により, 層間絶縁膜(SiO2)を堆積する. その後, 電気炉でアニール処理, 

注入不純物の活性化, CVD 膜の引締めを実施する.  

(18)コンタクト領域のフォトリソグラフィーを行い, RIE で酸化膜のエッチングを行う.  

(19)希 HF洗浄後, Alをスパッタにより, 堆積させる.  

(20)第一配線領域のフォトリソグラフィーの後, 混酸により Al のウェットエッチングを行

う.  

(21)プラズマ CVDにより, 下層層間絶縁膜を全面堆積後, 水ガラスを回転塗布する. その後

ベーキングを行い, 水ガラスを硬化させ, さらにその上に上層層間絶縁膜を全面堆積する.  

(22)第二配線領域のフォトリソグラフィーの後, 混酸により Al のウェットエッチングを行

う.  

(23)窒素雰囲気中でシンタリングを行い, アルミ膜とシリコンを界面で合金化させ良好なコ

ンタクトを実現させる.  

(24)バックグラインド, ダイシングを行い, チップ化する.  

以上のプロセスで CMOSトランジスタ内蔵光センサチップの作製を行った.  

 

2.5.2 温度センサ内蔵型光センサチップ 

  

まず温度センサを用いた温度補償に関して述べる. 光素子は温度依存性を有しており, 

特に VCSELや PD などの発光素子, 受光素子は温度変化に対して大きな影響を受けるため, 

我々のセンサは温度変化の影響を大きく受ける. これらの影響はセンサの精度を悪化させ

る原因となるため, 温度補正を行うことで, センサの性能を補償する必要がある.  
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2.5.2.1 温度センサ 

 

 

まず使用したマスクデータと温度センサ部の等価回路図を図 2.31 に示す. 中心に VCSEL

のボンディング用パッドを配置し, その同心円状に検出用 PD を 12 個配置してある. PD の

VCSELからの距離, また PD の面積, またチップ全体の寸法などは図 2.3の寸法と同様であ

る. 図 2.31 の左下部に温度センサを内蔵した. 温度センサは抵抗と NMOS トランジスタか

ら構成されており, 抵抗と NMOS トランジスタの温度依存性の差を利用して温度を測定す

る原理となっている. 温度センサの電源電圧として+Vに電圧を印可し, Voutから出力電圧を

得る. また実際に作製した温度センサ内蔵光センサチップを図 2.32 に示す. このように温

度センサをチップに内蔵することにより, 実際に VCSEL や PD 付近の温度を直接測定する

ことが可能になる.  

 

図 2.31 温度センサ内蔵型光センサチップマスクデータと温度センサ等価回路図 

VCSEL bonding pad

PD

PD output pad

Ground pad

Thermal sensor

 

図 2.32 温度センサ内蔵型光センサチップ 
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次に作製した温度センサの特性評価を行った. 図 2.33 に実験系を示す. ペルチェ素子を

用いたヒーターに, 温度センサ内蔵光センサチップをボンディングした PCB 基板を接触し

た状態で固定する. ヒーターの温度は温度コントローラーで調整する. 電源電圧として+V

に 500[mV]を印可し, ヒーターの温度を 20[℃], 30[℃], 40[℃], 50[℃]と変えた時の Voutの出

力電圧を測定した. 実験は室温下(23 [℃])で行った. 実験結果を図 2. 34に示す. 温度変化に

対して直線的に変化しており, その信号の R二乗値は 0.995となり高い線形性を持つことが

わかる. この結果から内蔵した温度センサを用いて温度を測定可能であることが示された.  

 

 

 

図 2.34 温度センサ評価実験系 
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2.5.2.2 光センサチップ温度依存性 

 

 

 次に温度補正の方法に関して述べる. まず光センサチップの直線変位, 回転変位測定に

おける温度変化に対する影響を調べる実験を行った. 実験系を図 2.35 に示す. 実験系は図

2.17 とほぼ同じであるが, 光センサチップの背面に温度センサ評価で用いたヒーターを配

置し, 光センサチップの温度を温度コントローラーで調整できるようになっている. 実験

結

 

図 2.35 光センサチップ温度依存性評価実験系 
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図 2.36 直線変位測定時における温度依存性実験結果 
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果を図 2.36, 図 2.37に示す. 図 2.36は外部ミラーを直線変位させたときの Sinner,Souterをヒー

ター温度 20[℃], 30[℃], 40[℃], 50[℃]それぞれの条件で測定したものである. 同様に図 2.37

は外部ミラーを回転変位させたときの Srotx, Srotyをヒーター温度 20[℃], 30[℃], 40[℃], 50[℃]

それぞれの条件で測定したものである. 直線変位測定に関して Sinnerの Front Slope における

温度依存性を評価したところ, 2.27[µm/ ℃](測定範囲 100[µm])であった. 同様に回転変位測

定に関して, Srotxにおける温度依存性を評価したところ, 0.055 [deg./ ℃](測定範囲±1 [deg.])で

あった. このように温度によりセンサの性能が変化することが示された.  

 

2.5.2.3 直線変位測定の温度補正方法と結果 

 

 次に温度補正の方法に関して述べる. 温度補正は上述の実験で得られたデータをもとに

補正関数を算出し, その補正関数を用いて温度補償を行う方法を用いた. 温度センサを用

いて測定したチップ温度 T を変数とする補正関数とすることで, 常に測定信号の温度補正

を行うことが可能となる. 補正関数は直線変位測定, 回転変位測定それぞれに関して求め

た.  

まず直線変位測定の補正関数に関して, 3つの補正関数を定義した. それぞれ Az, Bz, Czと

する. Azは VCSELの照射角度に関する補正, Bzは信号のオフセット電圧に関する補正, Czは

PD 感度に関する補正である. 補正係数の決定に使用した信号を図 2.38 にまとめる. それぞ

れ 20[℃], 30[℃], 40[℃], 50[℃] の , 位 置 zm=0[µm] に お け る Sinner, Souter の 信 号

 

図 2.37 回転角変位測定時における温度依存性実験結果 
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を Sinner_inital, Souter_initial, 位置 zm=930[µm]における Sinner, Souterの信号を Sinner_peak, Souter_peakとす

る. なお zm=930[µm]の位置は 20[℃]における Sinnerのピーク位置である. まず Azの算出に関

して述べる. チップ温度 20 [℃]における照射角度 Θ(=16. 9 [deg.])とし, 外部ミラーの傾きが

ないとき, VCSELから照射された光の VCSEL中心からの距離 rにおける光強度分布は式(3. 

7)を変形して以下の式で表される.  

 

I(r, z) =
2 P

π ω
exp(−

2 r2

ω2
)                                        (2. 38) 

 

ω = z tan
Θ

2
                                                       (2. 39) 

 

また光センサチップが任意の温度 Tに温度変化したとき, 照射角度ΘがΘ+Θ’に変化したと

仮定すると温度 Tにおける光強度分布 I’(r,z)とビームスポット径 ω’は以下の式で表される.  

 

I′(r, z) =
2 P

π ω′
exp(−

2 r2

ω′2
)                                       (2. 40) 

 

ω′ = z tan
(Θ + Θ′)

2
                                               (2. 41) 

 

 

図 2.38  Sinner_inital, Souter_initial, Sinner_peak, Souter_peak 
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Sinnerの信号は r=ri=650[µm], Souterの信号は r=ro=950[µm]における信号であり, 基準温度 20[℃]

時の Sinner, Souterの光強度を Pi, Po, 温度 T[℃]時の Sinner, Souterの光強度を Pi’, Po’として, Θ’を表

すと 

 

Θ′ = 2 tan−1(
(A − 1) tan

Θ
2

A(tan
Θ
2)2 + 1

)                                       (2. 42) 

 

となる.ただし 

 

A = √
Ln(

Pi
Po)

Ln(
Pi′
Po′

)
                                                    (2. 43) 

 

となる. 温度 20[℃]の照射角度 Θ を基準として, Sinner_peakおよび Souter_peakを用いて Θ’を算出

した. 結果を図 2.39示す. この時, 二次近似曲線は式(3.43)となる.  

 

Θ′ = −1. 31 × 10−6 T2 − 3. 72 × 10−4 T + 7. 00 × 10−3                  (2. 44) 

 

この近似曲線を用いて補正係数 Azは以下の式で定義した.  

 

 

 

図 2.39 Θ’計算結果と近似曲線 
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Az =
I(r, z)

I′(r, z)
=

tan(
Θ + Θ′

2 )

tan(
Θ
2)

exp(
−2ri

2

(z tan (
Θ
2))

2 +
2ri

2

(z tan (
Θ + Θ′

2 ))
2)      (2. 45) 

 

ただし, 任意の位置 z はその位置における Sinnerと Souterの出力 Pi’, Po’を用いて以下の式で表

される.  

 

z =
√

−2ri
2 + 2ro

2

(tan(
(Θ + Θ′)

2 ))2Ln(
Pi

′

Po
′)

                                          (2. 46) 

 

 

となる. Azは任意の温度の Sinnerの出力信号, Souterの出力信号, そして温度センサで求められ

た温度 T を用いて決定される. 図 2.40 に温度 20[℃], 30[℃], 40[℃], 50[℃]における Azを示

す. Azは zmに依存して変化するため, 同じ温度条件においても, Azは変化する. 次に Bzに関

して述べる. 図 2.41に以下の式であらわされた数値を示す.  

 

B′z = Sinner_initial × Az                                              (2. 47) 

 

この結果より初期位置(zm=0[µm])にて温度変化により出力電圧が変化していることがわか

 

図 2.40 補正関数 Az 
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る. この影響を打ち消す補正関数が Bzであるため, 式(2. 47)の近似直線を補正関数と定義す

る. Bzは以下の式で表される.  

 

Bz = −5. 39 × 10−3 T2 + 0. 79 T + 161. 2                              (2. 48) 

 

最後に Czに関して述べる. 図 2.42に以下の式で表された数値のプロットした結果を示す.  

 

C′
z = 

1

Sinnerinitial
× Az − Bz

×
1

C′
z20℃

                                (2. 49) 

 

図 2.41 B’z計算結果と近似曲線 
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図 2.42  C’z計算結果と近似曲線 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

図 2.43 (a)補正前信号(b)Az補正後信号(c)Cz補正後信号 
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ただし, C′
z_20℃は T=20[℃]における C’ｚの値であり,この値で正規化している.  また C’z の

近似曲線を図 2.42 に示す. この結果より, ピーク位置(zm=930[µm])にて温度変化により出力

電圧が変化していることがわかる. この影響を打ち消す関数が Czであるため, 近似 Czは以

下の式で表される.  

 

Cz = −7. 77 × 10−5 T2 − 1. 05 T + 1. 06                                  (2. 50) 

 

以上により, 補正関数 Az, Bz, Czが定義された. これらの補正関数は任意の温度 T, 任意の位

置における Sinner, Souterの出力電圧を用いているため, 補正関数を定義したあらゆる温度, 位

置において決定される. 補正後の Sinnerの信号 S’innerは以下の式で定義される. 

 

S′
inner = (Az × Sinner − Bz) × Cz                                                (2. 51) 

 

図 2.43 にこれらの補正係数を用いた補正結果のグラフを示す . 図 2.43(b)は補正前, 図

4.43(b)は Azの補正後, 図 2.43(c)は Bz, Cz の補正後のグラフとなる. 図 2.43(c)の Front slope

において温度依存性を算出すると 0.13 [µm/ deg.](測定範囲 100[µm])となっており, 補正前の

2.27 [µm/ deg.](測定範囲 100[µm])と比較すると温度依存性が約 1/17となっている. 結果の考

察は後述する.  

 

2.5.2.4 回転角度測定の温度補正方法と結果 

 

次に回転角測定の温度補正に関して述べる. 直線変位の補正関数と同様に Srotx に関して

Arotx, Brotx, の補正係数を決定した. 補正係数の決定に使用した信号を図 2. 44にまとめる. そ

れぞれ 20[℃], 30[℃], 40[℃], 50[℃]の, 角度 θ=0[deg.]における Srotxの信号を Srotx_initial, 角度

θ=3. 0[deg.]における Srotxの信号を Srotx_3 deg. とする.  

まず Arotxに関して述べる. 図 2.45 に Srotx_initialをプロットした結果とそれぞれの近似直線を

示す. この結果より初期位置(θ=0[deg.])にて温度変化により出力信号が変化していることが

わかる. この影響を打ち消す補正関数が Arotxであるため, それぞれは以下の式で表される.  

 

Arotx = −2. 86 × 10−5 T − 9. 46 × 10−3                              (2. 52) 

 

次に Brotxに関して述べる. 図 2.45に以下の式で表された値をプロットした結果を示す.  

 

B′rotx = 
1

Srotx 3 deg. − Arotx 
                                           (2. 53) 
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この結果より, ピーク位置(θx=3[deg.])にて温度変化により出力電圧が変化していることが

わかる. この影響を打ち消す係数が Brotxであるため, それぞれは以下の式で表される. B’rotx

の T=20[℃]の値に関して正規化した数値の逆数と, その近似直線を式(2. 53)に示す.  

 

Brotx = −9. 16 × 10−5 T + 1. 001                                  (2. 54) 

 

以上により, 補正関数Arotx, Brotxが定義された. これらの補正関数は任意の温度 T [℃]におい

て決定される. 補正後の Srotxの信号 S’rotxは以下の式で定義される. 

 

S′
rotx = Arotx × Srotx − Brotx                                       (2. 55) 

 

 

 

図 2.44  Srotx_initial, Srotx_3 [deg. ] 
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図 2.45 Srotx_initialと近似直線  
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図 2.47にこれらの補正係数を用いた補正結果のグラフを示す. 図 2.47の角度範囲±1[deg.]に

おいて温度依存性を算出すると 0.49[deg./ ℃](測定範囲±1[deg.])となっており, 補正前の

0.55[deg./ ℃](測定範囲±1[deg.])と比較すると温度依存性が微小にだが, 低減されている. 同

様の方法で Srotyに関しても温度補正を行うことが可能である.  

 

2.5.2.4 考察 

 

温度補正の結果に関して考察を行う. まず直線変位補正に関して, 温度センサを用いる

ことで Front slopeにおいて温度依存性が 2.27 [µm/ ℃]から 0.13 [µm/ ℃]まで低減することに

成功した. しかし図2.43(c)の結果よりピーク位置までは各温度の信号はそろっているが, ピ

 

図 2.46 B’rotx計算結果 
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図 2.47 温度補正後 S’rotx 
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ーク位置以降の信号は徐々にばらつきが大きくなっていることがわかる. この原因として

考えられるのが Az の補正係数の誤差によるものだと考えられる. Az の補正係数は測定対象

であるミラーまでの距離 zmに依存しているが, 距離が離れるにつれて, 特に Souterの信号が

微小になっていき, その数値から求められる Azの精度が距離 zmに応じて低下していくため

であると考えられる. 対策としては, 今回は Az の補正係数はピーク値から算出したが, 例

えば zm=3000[µm]の位置においても補正係数を算出し, その補正係数を追加するという方法

が考えられる.  

次に回転角度測定の温度補正結果に関して述べる. 温度補正によりで温度依存性が 0.55 

[deg./ ℃](測定範囲±1 [deg.])から 0.49 [deg./ ℃](測定範囲±1 [deg.])となっているが, 直線変位

測定の温度依存性補正結果と比較して補正効果が小さい. これはもともと角度測定の信号

が温度の影響を受けにくいことに起因していると考えられる. Srotx の信号算出方法は(2.35), 

(2.36)に定義されている. Srotx は相当する各 PD の出力電圧の比を用いている. そのため, 温

度により各 PD の出力電圧は変化するが, 同心円状に配置されている PD の温度による出力

変化量が同一の場合, その変化は打ち消される. 以上より温度補正前の信号である程度温

度依存性が除去されているため, 補正の影響が小さくなっていると考えられる.  

なお本研究のデバイスは, 北九州学術研究都市の共同研究開発センターで開催された「第

4 回 ユニーク・自作チップ・コンテスト in ひびきの」において試作したものである.  

 

2.5.3 初段増幅回路内蔵型光センサチップ 

 

次に初段増幅回路を内蔵した光センサチップの特性評価に関して述べる. 従来の光セン

サチップでは, 電気信号を増幅する回路を外部に設けているが, センサチップには PD が計

9 つ配置されており, 各 PD に対して 1 つの増幅器が必要となるため, 結果的に増幅器を含

めた全体のセンササイズが大きくなってしまう. また PDの信号源から外部の増幅器まで配

線の距離が長く, 雰囲気の電磁波により, 信号に電気ノイズがのり易く, 結果的にこれが分

解能の低下の原因となりうる. これらの問題を解決するために, 増幅器を内蔵した光セン

サチップの作製と評価を行った.  

 

2.5.3.1 オペアンプ内蔵光センサチップのデザイン 

 

図 2.48に作製したチップのマスクデータの設計図を示す. センサ内には検出用 PDが 8個

とモニター用 PDが 1個配置されており, それぞれの出力が内蔵したオペアンプを用いた非

反転増幅回路に接続されている. 増幅後の信号は Al パッドから外部に取り出される. チッ

プの中心には VCSELボンディング用パッドがあり, チップ完成後, VCSELのダイボンディ

ングを行う . またチップ温度を測定するために温度センサが 1 個配置されている . 
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図 2.49 図にオペアンプ部のマスクデータ詳細, 図 2.50 にオペアンプの内部回路図を示す. 

NMOS, PMOS, コンデンサ, 抵抗を組み合わせて作製しており, 図内の W, L, n はそれぞれ

MOS のゲート幅[µm], ゲート長さ[µm], ゲート数である. また温度センサの回路は図 2.31

と同様である. 図 2.51 に作製した光センサチップの SEM 画像である. センサ中央にボンデ

ィングされているのが VCSEL である. この後各パッドと VCSEL にワイヤーボンディング

を行い完成となる.  

 

 

 

 

図 2.48 初段増幅器内蔵型光センサチップマスクデータ 
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図 2.49 オペアンプ部マスクデータ 
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図 2.50 オペアンプ内部等価回路図 

 

図 2.51初段増幅器内蔵型光センサチップ SEM画像 
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2.5.3.2 実験と結果 

 

 

まず作製した増幅回路の基礎実験を行った. 図 2.52 は作製した増幅回路の回路図である. 

オペアンプには電源端子が 4 つあり, それぞれ ID=-0. 8 [V],  Vref=1. 8 [V],  Vdd=2. 7 [V],  

Vss=-2.7[V] の電圧を印加する. オペアンプの外部には抵抗が配置されており, 非反転増幅

回路となっている. 非反転増幅回路の出力電圧 Voutは入力電圧 Vinと抵抗 R1と R2により 

 

 

図 2.52 外部信号増幅等価回路図 
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図 2.53 信号増幅実験結果 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0 0.2 0.4 0.6

V
o

u
t
[V

]

Vin [V]

Experimental

Theoretical



57 

 

 

Vout = (1 +
R2

R1
) × Vin                                                (2. 56) 

 

の式で表される. R1=4.8[kΩ],  R2=20[kΩ] であるため,  

 

Vout = 5. 16 × Vin                                                (2. 57) 

 

となり理論的には入力電圧の 5.16 倍の電圧が出力される. Vin に電源をつなぎ Vin を変化さ

せた時の Voutの出力電圧を測定した. 測定結果を図 2.53にしめす. Vinの入力電圧の約 4.9倍

が出力されており, 設計通りに電圧が増幅されていることが確認できる. ただし, オペアン

プの電源電圧が 2.7[V]であるため, それ以上の電圧を出力できず, 出力電圧が飽和してしま

う. 光センサチップとして使用した場合の入力電圧は100 [mV]以下なので, 出力電圧が飽和

することはないと考えられる.  

次に光センサチップとして使用した際の特性評価を行った. 図 2.54 は PD 周辺と増幅回

路の回路図である. PD で光によって誘起された電流が抵抗で電圧に変換されオペアンプの

inp に入力される. 増幅回路によって増幅された信号が Vout として出力される. 次に実際に

VCSEL 光を反射させたときの増幅回路の有無による S/N 比の比較を行った. 外部ミラーを

一定の位置で固定してそのときの PD の増幅回路入力前の信号, 増幅後の信号を取得し, そ

の信号の S/N 比を計算した. 図 2.55はその信号である. S/N比は出力電圧の平均値と電気ノ

イズの標準偏差の比を dBに変換して算出した. 増幅前の信号の S/N比は 46.7[dB]に対して, 

 

図 2.54 PD出力増幅等価回路図 
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増幅後の信号の S/N 比は 49.5[dB]となった.  

 

2.5.3.3 考察 

 

VCSEL 光を用いた特性評価に関して S/N 比が向上する結果が得られた. この S/N 比は電

気分解能に換算すると, 1.37 倍の分解能向上が見込める. 本実験は実験室環境で行ったが, 

実際に本センサを応用した場合, センサ周囲には他の電子部品が多数配置されることにな

り, 雰囲気の電磁波による影響はさらに大きくなると予想でき, 増幅器による分解能への

影響は本実験結果よりも大きくなると考えられる.  

今回の作製では設計のミスにより複数の PDの出力電圧が得られず, 変位センサとして直線

変位測定, 回転変位測定の評価が行うことができなかった. そのため, 本論文の報告ではオ

ペアンプの特性評価と期待できる性能に関して述べるにとどめる. なお本研究のデバイス

は, 北九州学術研究都市の共同研究開発センターで開催された「第 5 回 ユニーク・自作チ

ップ・コンテスト in ひびきの」において試作したものである.  

 

2.6 結言 

 

本章では直線変位, 回転角変位を測定可能な光センサチップの開発, 応用, 高機能化に関

して述べた. 光センサチップは非常に小型簡単構造であり, また光学素子の部品点数が少

ないという特徴を有する. さらに複数個の PDを用いることにより多軸方向の変位の測定に

成功した. 次にこの光センサチップを用いた圧電アクチュエータの位置決めセンサとして

用いた実験に関して述べた. 圧電アクチュエータはヒステレシス特性により精密な位置決

 

図 2.55 PD出力増幅実験結果 
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めが難しく, 高精度, 高分解能の位置決めセンサが必要となる. 実験結果より圧電アクチュ

エータの変位拡大機構の微小な隙間に光センサチップを内蔵し, 位置決め制御を行うこと

により, ヒステレシス特性による位置誤差を 7.5[µm]から 1.9[µm]へと減少させることに成

功した. 光センサチップは小型であり, 細かなアライメントの必要がないというと特徴か

ら既製品にも容易に応用できるため, 非常に有用であると考えられる.  

次に光センサチップの高機能化に関して述べた. 具体的に温度センサ内蔵, 初段アンプ

内蔵として光センサチップの中に他のデバイスを集積化した. 温度センサ内蔵型に関して

はその温度センサの出力を用いて , 光センサチップの温度依存性を直線変位測定時

2.27[µm/℃]から 0.13[µm/℃]に, 回転変位測定時 0.55[deg./℃]から 0.49[deg./℃]へと, 減少さ

せることに成功した. また初段アンプ内蔵型に関しては, 初段アンプをチップに内蔵する

ことで PD の出力電圧の S/N 比を 46.7[dB]から 49.5[dB]へと改善させることに成功した. S/N

比の向上は直接的にセンサの分解能の向上につながるため非常に有用であり, また光セン

サチップ自体の劇的な小型化につながる. 本報告で述べた作製方法を用いることで, 初段

アンプ内蔵型光センサチップの直線変位, 回転角変位の測定が可能となる.  
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3. 二軸せん断力センサ 

 

 

本章ではロボットハンド用せん断力センサの研究開発について述べる. 図 3.1に本章で述

べるセンサをロボットハンドに内蔵したときのイメージ図を示す. まず本章では本研究の

研究背景について述べる. その後, 我々が開発したせん断力センサに関して述べる. 本セン

サは前章で述べた光センサチップを応用したセンサであり二軸方向のせん断力を測定可能

である. 検出部である光センサチップと受力部であるフレームで構成されており, 本研究

ではこのフレームを金属と, 弾性ゴムを用いて作製し, それぞれ二種類のせん断力センサ

に関して評価実験を行った. 特に弾性ゴムを用いたせん断力センサは 6[mm]×6[mm] 厚さ

8[mm]と小型であり, 受力部と検出部が力学的に分離されているという特徴を有する. また

本センサは二軸方向のせん断力を分離して測定可能である.  

その後, せん断力センサの高機能化を目的とした MEMS レンズアクチュエータデバイス

の研究開発に関して述べる. まず研究背景について述べた後, マイクロレンズの作製に関

して述べる. マイクロレンズはDMD露光装置というマスクレス露光かつグレースケール露

光ができる露光装置を使用することで, 様々な形状のマイクロレンズをマスクを使用する

ことなく, 高精度で作製することができる. 次に MEMS レンズアクチュエータのアクチュ

エータ部となる MEMS アクチュエータの作製を行った. 特に薄膜の内部応力によって発生

 

図 3.1 力覚センサを内蔵したロボットハンドイメージ 

Shearing force sensor

MEMS lens actuator device
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する MEMS デバイスの変形を低減するためにシミュレーションを行い, その結果を設計に

フィードバックすることで変形の小さなデバイスの作製を行った. 最後に MEMS レンズア

クチュエータの動作確認, そしてこの MEMS レンズアクチュエータを光センサチップと組

み合わせ, せん断力センサの高機能化に関する実験と評価を行った.  

 

3.1 研究背景 

 

力覚センサとは受力部に負荷されている力を測定するセンサであり, ロボット産業のみ

ならず, 様々な分野において小型な力覚センサの開発が求められている. 例えば医療機器

の分野では, 力覚センサを褥瘡の検知のために使用できないか期待されている. 褥瘡とは

寝たきりや麻痺などで体位を変えることができない人に見られる症状で, 圧迫・せん断を受

けることで体の組織が壊死してしまう状態である. 近年の高齢化により, 患者数が増加し

ており, 褥瘡を検知できるセンサの開発が求められている(30).  

力覚センサは測定する力の方向によって 2 種類に分けられる. それは測定面に垂直な力

を測定する圧力センサと, 測定面に平行な力を測定するせん断力センサである. 圧力セン

サ開発例と比較して, せん断力センサの数は多くない. しかし, せん断力は滑りという現象

にも密接にかかわりがあるため, せん断力を測定することで多くの情報を得ることができ

る. ロボット産業においては, ロボットハンドなどの微小なスペースに埋め込めるような

小型のせん断力センサが求められている. 柔らかい対象を把持するとき, 把持対象が滑ら

ないように, かつ最低限の力で対象を把持するような繊細な動きが求められる. しかし圧

力センサは対象に負荷される圧力は測定できるが, すべりは検知できない. そこでせん断

力センサと圧力センサを組み合わせることで, 繊細な把持動作の実現が期待できる.  

現在, ピエゾ抵抗式(31, 32), 静電容量式(33, 34), 歪み抵抗式(35-38), 光学式(40-42)を用いたせん断

力センサが研究開発されている. 表 3. 1 にそれぞれの方式の力覚センサの構造比較をまと

める. 我々の開発したせん断力センサの特徴は受力部と検出部が力学的に分離されており, 

容易に取り換え可能であるという点にある. 例えば圧電抵抗式, 歪抵抗式は力によって検

出部であるピエゾ抵抗や抵抗が変形することにより負荷されている力を測定するため , 原

理的に受力部と検出部の分離は不可能である. 同様に静電式や透過型光学式の場合は直接

的には検出部が変形しないが, 光学素子やその配線が負荷される力の影響を受ける. CCD型

光学式においては, 検出部に相当する CCD カメラは力学的な影響を受けないものの, 受力

部の取り換えが困難な構造となっている. 対して我々が開発したせん断力センサは受力部

と検出部が力学的に分離されており, また受力部の取り換えが容易な構造となっている(43). 

多くの力覚センサにおいてセンサの測定範囲や分解能などの性能は受力部の弾性率やポア

ソン比などの物性に大きく依存する. そのため, この受力部を容易に取り換え可能である

という特徴は, そのままセンサの性能の可変化につながり, そのセンサの汎用性を向上さ

せる. 特に把持対象が明確に決まっていないロボットハンドに内蔵する力覚センサにおい
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ては, このように汎用性の高いセンサが望まれる. また検出部が小型化すると, 検出部が繊

細でかつ力に対して壊れやすくなるという問題が発生するが, 受力部と検出部が分離され

ているため, 我々のセンサはそのような問題を気にする必要がない.  

以前我々が報告したせん断力センサ(43)では一軸方向のみのせん断力の測定にとどまり, 

二軸方向のせん断力測定, また, 性能の可変化に関しては報告を行っていない. そこで本項

では, 二軸方向のせん断力測定と, 性能の可変化ができる小型せん断力センサの研究開発

に関して述べる.  

 

 

3.2 金属フレームせん断力センサ 

 

まず光センサチップを用いてせん断力測定が可能か確認するため, 大きめの金属フレー

ムを用いて実験を行った. 本項ではその実験に関して述べる. 図 3.2 に我々が考案した 2 軸

せん断力センサの写真である. それぞれ大きく二つの部品に分かれており, 金属フレーム

と光センサチップ部とに分かれている. 金属フレームで 2 軸方向のせん断力を 2 軸の回転

の傾きに変換し, その構造の傾き角度をセンサで測定することで, 2 軸方向のせん断力を測

定することが可能となる. 光センサチップの角度測定に関しては第 2章で述べたため, この

章では割愛する.  

表 3.1 力覚センサ構造比較 

 

圧電抵抗式 静電式 歪抵抗式

参考文献番号[32] 参考文献番号[35] 参考文献番号[38]

光学式(透過型) 光学式(CCD) 光学式

参考文献番号[39] 参考文献番号[40] 参考文献番号[43]
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3.2.1金属フレーム構造 

 

図 3.3 にせん断力の測定原理の模式図を示す. 金属フレームは下部台形フレーム(台形フ

レーム 1)と上部台形フレーム(台形フレーム 2)とで構成されている. 台形フレーム 1 の天井

には正方形の穴を形成しており, 光センサチップの VCSEL から照射されたレーザー光はそ

の穴を通過し台形 2 の裏面に設置している外部ミラーで反射する. 台形フレーム 1 と台形

フレーム 2は溶接によって接合されている. 次に測定原理に関して述べる. まず台形フレー

ム 2 の表面に x 方向のせん断力が負荷されると台形フレーム 1 が図 3.3(a)のように変形し, 

結果的に外部ミラーが y軸回りに回転する. 同様に台形フレーム 2の表面に y方向のせん断

力が負荷されると台形フレーム 2が図 3.3(b)のように変形し, 結果的に外部ミラーが x軸回

りに回転する. この構造では x 軸方向のせん断力は台形フレーム 2 の形状に影響を与えに

くく, また y 軸方向のせん断力はフレーム 1 の形状に影響を与えにくいため, それぞ

 

図 3.2 金属フレームを用いたせん断力センサ 
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(a) 

 

(b) 

図 3.3 金属フレームを用いたせん断力センサ測定原理模式図 

A-A’ Shearing force

B-B’ Shearing force

 

図 3.4 金属フレーム寸法 

A-A’

Trapezoidal structure 2

Trapezoidal structure 1

B-B’

Trapezoidal structure 2

Trapezoidal structure 1
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れの方向のせん断力を対応する軸の回転に分離して変換することが可能となる. 外部ミラ

ーの二軸回りの傾きを光センサチップを用いて, 検知,・測定を行う. 図 3.4に金属フレーム

のデザインと寸法を示す. 材質はステンレスである. 構造は初段アンプ基盤にねじで取り

付ける.  

作製した金属フレームの変形シミュレーションを有限要素解析ソフト(MEMSONE)を用

いて行った.  構造の弾性変形範囲がせん断力の測定範囲である. 図 3.5は y方向に 20 [N]せ

ん断力を印加した際の台形フレームの変形図である. 原理通り変形していることがわかる. 

また x 方向, y 方向の+方向にせん断力を印加した際のミーゼス応力が最大になる点をそれ

ぞれ図内に示す. それぞれ変形する台形フレームの付け根に最大ミーゼス応力が負荷され

る. x 方向, y 方向にそれぞれ 20 [N]負荷した際の最大ミーゼス応力はそれぞれ 235.1[MPa], 

103.1[MPa]であった. ステンレスの降伏応力が 255[MPa]であるため, 約 20 [N]の範囲におい

て x方向, y方向それぞれ弾性域で測定が可能である.  

 

3. 2. 2 実験と結果 

 

次にせん断力センサの特性評価に関する実験とその結果に関して述べる. まず図 3.5に実

験系を示す. 台形フレームの表面に実験用の天板を張り付けている. 天板にはワイヤーの

一端が取り付けている. ワイヤーの取り付け位置とせん断力センサ表面は位置合わせされ

ており, 負荷するせん断力により, せん断力センサの表面にトルクがかからないようにな

っている. ワイヤーのもう一端はプーリーを通して荷重センサ(RX-5, AIKOH Engineering)に

 

図 3.5 金属フレーム変形シミュレーション結果 
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接続されている. 荷重センサは移動ステージに固定されており, 移動ステージの位置を動

かすことにより, ワイヤーの張力を変化させ, せん断力センサに力を負荷する. その際の張

力を荷重センサを用いて測定を行う. 測定には LabVIEW(National Instrument)を用いた.  

せん断力センサは治具に固定されており, この治具は光センサチップを中心に 90°刻みで

回転できるようになっている. カバーフレームのワッシャーの厚さを変えることで, ミラ

ー面までの距離は zm=2000 [µm]となるように調整している. センサの信号は初段のアンプ

基盤で増幅された後, それぞれの信号をローパスフィルター通して LabVIEW で測定する. 

負荷しているせん断力とせん断力センサの出力は同期して測定を行った. 実験条件に関し

て, x軸, y軸方向それぞれに 0~20 [N]のせん断力を負荷し VCSELは 6[mA]で定電流駆動し, 

室温下で実験を行った. また実験系は防振台の上に配置されている.  図 3.6 に実験結果を

しめす. 図 3.6(a)は x 軸方向に 0-20[N], y 軸方向に 0[N]負荷した際の Srotx, Sroty の信号, 図

3.6(b)は x 軸方向に 0N, y 軸方向に 0N-20N 印加した際のの Srotx, Sroty の信号をしめす. 図

3.6(a)の実験結果に関して, Srotx は荷重が増加するにつれて線形に上昇し, その後収束する. 

線形範囲の直線近似した直線の傾きは 0.0069 [-/N](測定範囲 0~10[N])である. また Sroty は

Srotx に比べて小さいが荷重が大きくなるにつれて信号が変化している. 同様に図 3.6(b)の実

験結果に関して, Sroty は荷重が増加するにつれて線形に上昇し, 直線近似した直線の傾きは

0.0031 [-/N]である. また図 3.6(a)の Srotxとは違いある値に収束しない. また Srotyは Srotxに比

べて小さいが, 図 3.6(a)同様に荷重が大きくなるにつれて信号が変化する結果が得られた.  

 

図 3.5 金属フレームを用いたせん断力センサ評価実験系 
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3.2.3 考察 

 

図 3.6(a)の Srotxに関して, ある値に収束している. 図 2.20 に対応させると Srotxは 0. 1[-]以

下であるため変位センサの測定領域内である. よって荷重に対して角度の変形量が収束し

ていったと考えられる. 弾性領域内では荷重に対して線形で変形するが, 台形フレームで

あるため, 構造の変形とミラーの傾きがかならずしも線形になるとはかぎらない. 図 3.6(b)

 

(a) 

 

(b) 

図 3.6実験結果せん断力(a)x軸方向負荷時(b)y軸方向負荷時 
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の Srotyに関して, 信号が図 3.6(b)の Srotxよりも小さくまた 20[N]まで線形に増加する. これ

は構造の変形のしやすさが方向によって違うため起きていると考えられる. 方向によって

変形のしやすさが違うのは台形フレームが 2 重構造になっているためである. 本センサで

は x 軸方向の力は下段台形フレームの変形, y 軸方向の力は上段台形フレームの変形にそれ

ぞれ対応している. 図 3.5 のシミュレーション結果より, x 軸方向の方にせん断力を負荷し

たほうが, y 軸方向にせん断力を負荷したときよりも最大ミーゼス応力が高く, 台形フレー

ムの変形が大きいことがわかる. そのため, せん断力の負荷方向によって出力信号の変化

傾きの違いが生じ, 結果的に同じせん断力を負荷しても x 軸方向と y 軸方向で信号の差異

が生じたと考えられる. また図 3.6(a)の Sroty, 図 3.6(b)の Srotx に関して, 理想的には信号は

0[-]のままであるが, 負荷荷重に対して微小な信号の変化が見られる. これは負荷方向とセ

ンサの軸のずれにより生じていると考えられる. x方向にせん断力を負荷していたとしても, 

負荷方向の軸がセンサの x 方向と少しでもずれていれば y 方向成分の荷重が発生してしま

い, その信号が Srotyとして測定される.  

以上のように光センサチップを用いて二軸方向のせん断力を原理的に測定できることを

示した. しかし金属フレームはサイズが 13×21.3 [mm]と大きく, また金属フレームの構造も

複雑であるため, 実用化には難しい. そのため, 金属フレームではなく, 弾性ゴムフレーム

せん断力センサの開発を行った.  

 

3.3 弾性ゴムフレームせん断力センサ 

 

 

図 3.7 弾性ゴムフレームを用いたせん断力センサ模式図 

Optical sensor chip

Elastic gum frame
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3.3.1 弾性ゴムフレーム構造 

 

ロボットハンドなどの小さなスペースに内蔵する用途を目的としたさらに小型のせん断

力センサの研究開発を行った. 図 3.7に弾性ゴムフレームを用いたせん断力センサのイメー

ジ図を示す. このセンサも上述の金属フレームを用いたせん断力センサと同様に, 光セン

サチップと弾性ゴムフレームで構成されている. 図 3.8に作製した弾性ゴムフレームの寸法

を示す. 骨組みとなる部分は 3D プリンターで作製した. その後, 樹脂で骨組みを埋めるこ

とにより, 弾性ゴムフレームを作製した. 樹脂は 3 種類用いた. 3 種類の樹脂の物性を

 

図 3.8 弾性ゴムフレーム寸法 
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表 3.2 にまとめ, それぞれフレーム 1, フレーム 2, フレーム 3 とする. 樹脂の硬化後, 弾性

ゴムフレームの天井に外部ミラーを取り付ける. 図 3.9 に作製した弾性ゴムフレーム(フレ

ーム 2)を示す. 構造体は光センサチップ基板に取り付けるために, 別の PCB 基板に接着し, 

その後, ネジで光センサチップ基板と固定する. 図 3.10 に作製したせん断力センサを示す. 

図 3.10 に弾性ゴムフレームを用いた測定原理の模式図を示す. 図 3.11 は x 軸方向のせん断

力センサの断面図である. せん断力が負荷されると樹脂がせん断変形し, 樹脂に埋まって

いる円筒形状の棒が傾く. せん断力に応じて, 軸棒は支点部を中心に回転するが, 結果とし

てその先端についているミラーに傾きが生じる. その変形を光センサチップを用いて測定

 

図 3.9 弾性ゴムフレーム 

Front side view

Back side view

3mm

3mm

 

図 3.10 弾性ゴムフレームを用いたせん断力センサ 

x

y



73 

 

する. このセンサの特徴は, 力が負荷される部分と, 検出部が力学的に分離されているとこ

ろである. 結果として, 微細で繊細な検出部に力が負荷されることがなく, 耐久性を高める

ことが期待できる. さらに, このセンサの性能はフレームの構造に大きく依存している. フ

レームに取り換えることで, 光センサチップを変えることなく, センサの性能を可変化す

ることができる.  

 

3.3.2 実験と結果 

 

実験系を図 3.12 に示す. 計算機, せん断力負荷装置, せん断力センサで構成されている. 

コンピュータには LabVIEW がインストールされており, せん断力発生装置の自動ステージ

に接続されている. LabVIEWから自動ステージがある一定距離, 一軸方向に自動的に移動よ

うに信号を送る. フォースゲージには圧力センサが取り付けられている. フォースゲージ

(Rx-5, AIKOH Engineering), 圧力センサ(FlexiForce, ニッタ株式会社), せん断力センサの出

力電圧はLabVIEWにより測定される. 圧力センサの表面がせん断力センサに接触するよう, 

z 軸ステージを調整する. その時の接触圧を圧力センサで測定する. 圧力センサと, せん断

力センサの表面が接触した状態で自動ステージを動かすと, せん断力センサに移動距離に

応じたせん断力が負荷される. その時のフォースゲージとせん断力センサの出力を計算機

で測定する. 表面にずれが発生しないように, 取り外し可能な接着剤で圧力センサとせん

断力センサの表面を固めている.  

上記の実験系を用いて 2 つの実験を行った. 一つ目は 2 軸方向のせん断力測定を確認す

るための実験. 二つめはフレームを変えることでセンサ性能を可変化できるか確認するた

 

図 3.11弾性ゴムフレームを用いたせん断力センサ測定原理模式図 

Shearing force
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めの実験である.  

まず一つ目の実験に関して, 述べる使用した弾性フレームはフレーム 2である. せん断力

負荷部を z軸手動ステージを接触圧が 2.3[N]になるまで下げる. その状態で移動ステージを

x 軸方向に前後に移動させる. 同様の実験を y軸方向, 135°軸方向に対しても行う.  

図 3.13(a)は x 軸方向に, 図 3.13(b)は y軸方向に, 図 3. 13(c)は 135°軸方向にせん断力を負荷

したときの Srotx, Sroty の値である. せん断力の大きさは±0. 5[N]である.  

x 軸方向にせん断力を負荷すると Srotx は直線的に変化するが, Sroty はほぼ変化しない. 逆

に y 軸方向にせん断力を負荷すると Srotyは直線的に変化するが, Srotxはほぼ変化しない. 図

3.13(a)の結果より, Srotxの分解能を算出すると, 0.070[N] (測定範囲±0.5[N])であった. 同様に

図 3. 13(b)の Sroty から分解能を計算すると 0. 063 [N](測定範囲±0.5[N])であった. また図

3.13(a)の Sroty, 図 3.13(b)の Sroty の±0.6[N]の範囲における最大値はそれぞれ 0. 0073[-], 

0.0121[-]であり, せん断力に換算すると, 0.036 [N], 0.059[N]に相当する. これらの値はそれ

 

図 3.12 弾性ゴムを用いたせん断力センサ実験系 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

図 3.13 せん断力(a)x軸方向負荷時(b)y軸方向負荷時(c)135°方向負荷時実験結果 
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ぞれの信号の電気分解能の値よりも, 十分に小さいといえる. 以上の結果より, 2 軸方向の

せん断力を分離して測定可能であるといえる. また図 3.13(c)の 135°方向にせん断力を負荷

すると, Srotx, Sroty どちらも信号が変化していることがわかる. しかしそれぞれの変化量は x

軸のみにせん断力を負荷した時の結果(図 3.12(a)), y 軸のみにせん断力を負荷した時の結果

(図 3.12(b))と比べて小さい. これらの結果は 4.3.3にて考察を行う.  

次に二つ目の実験に関して述べる. 実験条件は実験 1と同様であるが, 弾性ゴムフレーム

をフレーム 1, フレーム 2, フレーム 3を使用した. フレーム 1が最もヤング率が低く, フレ

ーム 3 が最もヤング率が高い. フレームは図 3.14 のように簡単に取り換えることができる. 

 

図 3.14 各種弾性ゴムフレームを用いたせん断力センサ 
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図 3.15 各種弾性ゴムを用いたせん断力センサ出力 
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その時のそれぞれの Srotx の信号を図 3.15 に示す. 実験結果より, センサの性能が大きくフ

レームに依存していることがわかる. フレーム 1が最も力に対して信号の変化が大きく, ま

たフレーム 3 が最も力に対して直線範囲が広い. それぞれの信号を直線近似したその傾き

はフレーム 1, フレーム 2, フレーム 3を用いた場合それぞれ, 0.380[-/N], 0.204[-/N], 0.06[-/N]

という結果が得られた. 以上の結果より, フレームを変えるとこでせん断力センサの性能

を可変化できることを示した. この結果に関しても 4.3.3にて考察を行う.  

 

3.3.3 考察 

 

結果に関して考察する. まず一つ目の実験の結果に関して述べる. 図 3.12(a), 図 3.12(b)の

信号より, Srotx, Sroty の信号を分離できてはいるが, 完全に信号を分離できていない. この結

果に関して, これはフレームの作製精度による影響であると考えられる. 例えば x軸方向に

せん断力を負荷した際も, フレームの作製精度により, x 軸回りの微小なミラーの傾きが生

じてしまい, それが Srotyの変化として生じていると考えられる. この弾性ゴムフレームは骨

組みは 3D プリンターで作製したものの, そのあとの樹脂の充填作業, 成形作業など手作業

であったため, それらが弾性ゴムフレームの作製精度の低下の原因となる. 作製精度を向

上させることで, この変化を低減することが可能であると考えられる. またX軸方向と y軸

方向のセンサ出力に関して, 直線部分の傾きが違う. これは PD の受光感度や暗電流による

オフセット電圧のばらつきによるものだと考えられる. 感度やオフセット電圧をキャリブ

レーションすることにより改善が期待できる.  

次に図 3.12(c)の結果に関して考察する. 例えば 135°方向に 0.5[N]のせん断力を負荷された

とき, x軸方向には 0.5×COS(135[deg.])=-0.35[N], 負荷されることになる. そのため x軸のみ

に負荷したときより, 信号が COS(135[deg. ])=-0. 71 倍になると予測できる. しかし実験結果

では, x軸のみに 0.5[N]負荷した時と, 135°軸方向に 0. 5[N]負荷したときの, Srotxはそれぞれ

0.102[-], 0.055[-]となり, 比は 0.54 倍である. この差はフレームの形状によるものだと考え

られる. 立方体の表面にせん断力を負荷するとき, 負荷する方向によって, 中心部のたわみ

量に違いが生じる. この差がミラーの傾きとなっていると考えられる. 弾性ゴムフレーム

を円筒にすることによって形状による方向の依存を除去することが可能になると考えられ

る. 最後に実験 2 の結果に関して考察を行う. フレームの依存性に関して, フレーム 1, フ

レーム 2, フレーム 3の信号の傾きはそれぞれ 0.380 [-/N], 0.204 [-/N], 0.120 [-/N]となってい

るため, フレーム 1 を基準として傾きの逆数の割合を計算すると, 1:1. 71:3. 12 となる. , ま

た樹脂の横弾性係数の比は 1:1. 70:3. 06であった. このように弾性ゴムの横弾性係数が大き

くとセンサ出力の傾きが定性的に一致していることがわかる. この結果からフレーム 1 は

高感度センサとして, フレーム 3は広範囲測定センサとして使用が期待できる.  
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3.4 二軸せん断力の高機能化デバイス 

 

 

 

3.3 で述べた通り, 我々の開発したせん断力センサは弾性ゴムフレームの種類を変えるこ

とによりセンサ性能を可変化することが可能であるが, そのためにはその都度, 弾性ゴム

フレームを取り換えなければならず, 対象を把持している間にセンサの性能を可変化する

ことはできない. しかしせん断力のみならず, 滑りの検知を行うことを考えたとき, 把持対

象の物性や表面状態が既知でないことが多く, その対象に負荷する把持力(対象に対して垂

直方向の力)により最大静止摩擦力, つまり検知したいせん断力の大きさが変わる(図 3.16).

物性や表面状態が分からない対象を, 滑りが発生せず, また可能な限り小さな把持力で把

持するような非常に繊細な動作を可能にするためには力覚センサの性能を測定中に可変化

することで実現できるのではないかと考え, そのための MEMSデバイスの作製を行った.  

 図 3.17 に MEMS レンズアクチュエータの模式図を示す. マイクロレンズと MEMS アク

 

図 3.16 滑りとせん断力 
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図 3.17 MEMSレンズアクチュエータデバイス模式図 
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チュエータを組み合わせた新規的な構造である. マイクロレンズは 4 つの L 字カンチレバ

ーで支えられており, L 字カンチレバーはそれぞれ独立して動く. L 字カンチレバーにはピ

 

図 3.18 MEMSレンズアクチュエータデバイスの光センサチップへの応用模式図 

MEMS lens 

actuator device

 

図 3.19 性能可変化の原理模式図 
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エゾ特性を有するPZT(Piezoelectric zirconate titanate)に電圧を印可することにより, レンズを

直線移動, 回転させ, 結果的にそのレンズを透過する光の焦点位置を移動させることがで

きる. また図 3.18 に光センサチップと MEMS レンズアクチュエータデバイスを組み合わせ

た模式図を示す. VCSEL と外部ミラーを天井に張り付けた弾性ゴムフレームとの間に配置

する. 図 3.19にせん断力センサの性能可変化の原理について述べる. L字型レンズアクチュ

エータに電圧を印可前後の光センサチップ上のビームプロファイルを示す. 電圧を印可す

ることによって, マイクロレンズの焦点位置が変わる. 焦点位置が変わると図のように光

センサチップ上のビームプロファイルのスポット径が変化する. 光センサチップの回転角

測定時における信号の変化はビームスポット径に依存しているため, スポット径が大きい

時は大きな回転角度の測定が可能であり, またスポット径が小さい時は微小な回転角度に

対して大きな信号の変化が得られる. 以上のことにより, MEMS レンズアクチュエータデバ

イスに印可する電圧を調整することにより, せん断力センサの性能を可変化することが可

能であると予測できる. このようなデバイスを内蔵できるのも, 受力部と検出部が分離さ

れているという特徴のためである.  

本章では石英レンズの作製とMEMSアクチュエータ部それぞれの開発に関して述べた後, 

MEMSレンズアクチュエータデバイスの評価の実験に関して述べる.  

 

3.4.1 DMD露光機を用いたマイクロレンズ作製 

 

まず我々が作製した透過型光スキャナーに使用したマイクロレンズの作製に関して述べ

る. 透過型の光スキャナーは報告されているが, レンズの材料として PDMS, フォトレジス

ト, そして Si などが用いられている(44-47). しかしレンズの材料という点において石英ガラ

スが多く用いられているが, シリコンや樹脂材料はでは石英ガラスの光学特性や耐熱性, 

耐腐食性という点において石英レンズと比較して劣る. 特に光センサチップを用いたせん

だん力センサにおいて, 光強度の変化でせんだん力に関わる信号を出力するため, レンズ

の透過による光強度の減衰は直接的に分解能の低下につながる. そこで我々は石英レンズ

を用いた新規的な光スキャナデバイスの研究開発を行った.  

 

3.4.1.1 研究背景 

 

マイクロレンズの作製にはDMD露光装置(Nikon)という装置を用いた. DMD(Digital mirror 

device) は, マイクロミラーが多数配置されているデバイスである. DMD は超小型プロジェ

クターなどさまざまの応用が期待されている. この DMD を用いた露光機が DMD 露光装置

である. DMD 露光装置はマスクレスでグレースケール露光が可能である. マスクレス露光

が可能であるため, 露光マスクのコストが抑えられ, 低価格で様々な形状のレンズを設計

することが可能となる. またグレースケール露光が可能であることから, 凸レンズだけで
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なく, 凹レンズ, 非球面レンズなどの作製も容易に行うことが可能となる. DMD露光装置は

同様のマスクレス露光器であるレーザー描画装置と比較して, 分解能は低いが, スループ

ットが高い. 我々が使用した DMD 露光機の最低分解能は 1[µm]であり, マイクロレンズの

作製においては十分の分解能である. また多品種のレンズを作製するという点を考えると, 

スループットが高い方が望ましい.  

DMD 露光装置を用いたレンズ作製はすでに研究されている. K. Totsuら(44)は Si基板にグ

レースケール露光を行い, レンズ形状を作製している. K. Zhong(45, 46)らはレンズ形状に露光

し, そのパターンを型に PDMSの凹面レンズを作製している. X. Ding(47)らは DMDの回折光

でレンズ形状のレジストを作製している.  

しかしDMD露光装置を用いた石英レンズ作製の報告はまだされていない. また凸面レンズ

の作製の報告にとどまっており, その他の形状のマイクロレンズの作製に関しては報告さ

れていない.  

そこで我々は DMD 露光装置を用いて, 石英基板ガラスに凸面, 凹面のマイクロレンズの

作製を行った. またDMD露光装置の特徴を活かしたレンズの形状補正方法に関しても述べ

る.  

 

3.4.1.2 作製方法 

 

図 3.20にDMD露光機の写真と構成を示す. LEDからでた光が DMD(テキサスインスツル

メンツ)で反射する. このとき DMD は制御され, 露光画像を作成する. 反射光はレンズで集

光された後, 基板表面に照射される. LED の光の波長は 430[nm](g 線)である. DMD 部には

1024×768 のミラーがあり, それぞれ独立して制御されている. 対物レンズは 10倍, 100倍と

切り替えが可能である. 10 倍と 100 倍で解像度とワンショットの露光範囲はそれぞれ

1024[µm]×768[µm], 102.4[µm]×76.8[µm]である. ワンショットでそれぞれの範囲の露光が可

能であるため, EB 露光器などの線描写露光器にくらべて高速な露光が可能である. 基板の

ステージ位置, DMD はコンピュータでコントロールされる. x-y ステージの移動分解能は

20[nm]である. マスクデータとして, Bitmap, GDSⅡ, DXF のいずれかのデータを準備する必

要がある. この画像をコンピュータに読み込ませることで, DMD が各ピクセルに応じたミ

ラーを制御し, 画像が生成される.  

図 3.21 に DMD 露光装置を用いたグレースケール露光のイメージ図を示す. ミラー状態

が ON の場合 g 線がレジストに照射される. 逆にミラー状態 OFF の場合 g 線はレジストに

照 

射されない. すべてのミラーの ON, OFF状態は PC で制御可能である. このオンとオフの時

間の割合はそのミラーに対応するマスクデータのピクセルのグレースケールレベルに依存

する. DOSE 量は露光時間と光の強度によってきまるが, LED 光の強度は一定であるため, 

DOSE 量は露光時間によって決まる. そのため各ミラーの ON 状態, OFF 状態の時間の割合
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を変えることで, 結果的に各場所の DOSE量を任意に調整することが可能となる.  

次に作製プロセスに関して述べる. まずフォトレジストをガラス基板に塗布する. 図 3.22

に作製プロセスを示す. はじめにレジストの密着性を改善するために HMDS を塗布する. 

その後, AZ-P4903(AZ materials)を用いて, レジストをスピンコートする. このレジストは高

粘度である. レジストの厚さは約 6[µm]である. その後 50[℃]3 [min], 105[℃]5[min]ホットプ

レートでプリベークを行う. 二度に分けて行うことで, 厚さ方向に対して, ベークのムラが

ないようにするためである. 次に DMD 露光装置を用いてグレースケール露光を行う. あら

かじめ露光条件出しを行っておく. 露光条件出しの結果より, 255 階調のとき露光時間が

620[msec]が最適値であるという結果が得られた. レンズのマスクデータの設計に関しては

次章に述べる. 露光したウェハを現像する. 現像液には 400K Developer(AZ materials)を使用

した. 現像後ポストベークとして, 100[℃]3[min]で加熱し, 最後にドライエッチング(MUC-

21RV-APS-SE,  住友精密工業)を行う. フォトレジストとガラスのエッチング比が違うため

 

図 3.20 DMD露光装置内部構造と外観 
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レジスト形状が高さ方向に拡張された形状が転写される. 各プロセスの条件を表 3.3にまと

める.  

 

 

図 3.21 DMDを用いたグレースケール露光模式図 
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図 3.22マイクロレンズ作製プロセス 
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3.4.1.3 露光マスク設計 

 

マイクロレンズの作製において, レンズ形状はそのレンズの光学特性を決定する重要な

要素であるため, レンズの形状コントロールは非常に重要である. しかし完全に目的と同

形状のグレースケールマスクを用意しても, 作製誤差によって, グレースケールマスクの

設計形状と実際に作製したレンズの形状との間に誤差が生じる. そのため, 作製したいレ

ンズ形状に合わせて, 露光画像を補正しなければならない. 我々は図 3.23のように, 露光量

が直線的に変化するようなマスクデータを用いて, 露光を行い, 各工程の形状を測定結果

を得て, その結果をマスクデータにフィードバックすることで, 高精度なマイクロレンズ

の作製を行った. f(x)は露光量に対して感光するレジストが線形であると仮定したときに得

られる理想的な現像後のレジスト形状, g(x)は実際の現像後のレジスト形状, h(x)はドライエ

ッチング後のガラス形状である.  

表 3.3 マイクロレンズ作製条件 

 

Process Work Equipment, 

material

Condition

Spin coating HMDS coating HMDS 2000 [rpm]

PR coating AZ-p4903 Thickness 6[μm]

Pre bake Hot plate 50 [℃]-3 [min]

105 [℃]-5 [min]

Lithography Expose DMD lithography 

equipment

DOSE 620 [msec]

AF -180 [-]

Development development 400K Developer 5 [min]

Post bake 100 [℃]-3[min]

Etching Dry etching MUC-21 

RV-APS-SE

Gas C4E8,He

30 [min] 

Cleaning Ashing Samco RIE Gas O2 10 [min]

 

図 3.23 斜面形状と各測定結果の関数 
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f(x)と g(x)の差はレジストの DOSE 量と現像後のレジスト高さの非線形性により生じる. 

また g(x)と h(x)との差はレジストとガラスのエッチングの速度差により生じる. 露光量は y

方向には変化しないため, 露光量, 形状, は x のみに依存する. 図 3.24 にそれぞれの測定結

果をしめす. 露光量を直線的に増加させるマスクデータであるため f(x)は一次関数で表され

る. g(x)と h(x)は数点の測定データを 3次関数で近似する. それぞれ 

 

f(x) = 1. 19 × 10−2x                                             (3. 1) 

 

g(x) = −4. 84 × 10−8x3 + 3. 94 × 10−5x2 + 4. 35 × 10−3x − 4. 7510−2         (3. 2) 

 

h(x) = −9. 68 × 10−8x3 + 7. 90 × 10−5x2 + 8. 33 × 10−3x − 8. 68 × 10−2     (3. 3) 

 

である. まずこの結果よりドライエッチングのレジストとガラスのエッチング比 rpg を以下

の式(3.4)を用いて算出すると,  

 

rpg =
1

512
∫

h(x)

g(x)
dx

512

0

= 1. 97                                  (3. 4) 

 

となる. 次にレンズの形状の補正を行う関数を求める. プロセスによる誤差が全くないと

した場合, 理想的な斜面の形状は 

 

z = rpg f(x)                                                   (3. 5) 

 

であらわされる. しかし, 実際の形状は h(x)であるためその誤差 errorとすると 

 

error = h(x) − rpgf(x)                                    (3. 6) 

 

となる. この誤差を無くするように補正関数を決定する. 任意場所における理想的な斜面

の高さ zを変数として変換すると, 補正関数 c(z)は以下の式であらわされる.  

 

 

c(z) = rpgf(x) − h(x)                                   (3. 7) 
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ただし 

x =
f−1(z)

rpg
                                                    (3. 8) 

 

であるため,  

 

c(z) = 7. 51 × 10−3x3 + 0. 14 x2 + 0. 64 × 10−3x − 8. 68 × 10−2             (3. 9) 

 

 

この補正関数を用いて, マイクロレンズの設計を行った. 作製するレンズの曲率半径 r, レ

ンズの高さ tとしたとき, このマイクロレンズの形状 i(x, y)は以下の式であらわされる.  

 

i(x, y) = √r2 − x2 − y2 − (r − t)   ただし (i(x, y) ≥ 0)        (3. 10) 

 

また前述した補正関数で補正したマイクロレンズの形状 i’(x, y)は以下の式で表される.  

 

 

(a) 

 

(b) 

図 3.25 マスクデータとマスクデータの断面形状(a)補正無し(b)補正有り 
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i′(x, y) = i(x, y) + c(i(x, y))                                     (3. 11) 

 

式(3.10), 式(3.11)を用いて補正無し, 補正有りそれぞれのマスクデータの設計を行った. 図

3.25(a), (b)にマスクデータのコンター図とその断面形状を示す. 設計に使用したソフトは

Mathematica である. 補正なしのマスクデータはきれいな円弧形状であるのに対し, 補正あ

りのマスクデータはやや歪んだ円形になっていることがわかる. これは補正係数のため高

さ方向 z に関して補正されているためである. このマスクデータを用いてマイクロレンズ

の作製を行った.  

 

3.4.1.4 作製結果 

 

作製したマイクロレンズの写真を図 3.26 に示す. マイクロレンズは図内の中心の円形状

の構造であり, 周辺の構造はダイシング用のアライメントマークである. レンズに表面粗

さはもっとも重要なパラメータのなかの一つである. 表面粗さを低減するには 3 つの重要

な要素がある. 一つ目は露光時のフォーカスの位置である. フォーカスの位置がジャスト

フォーカスだと, 設計通りのレジスト形状が露光されるが, 現像後のフォトレジストの表

面粗さが悪くなる. これはDMDのミラーとミラーの間の隙間が構造として残ってしまうた

めである. 二つ目はポストベークの条件である. ポストベークするとレジストの表面粗さ

が改善されるが, 温度が高すぎるとレジストが大きく変形してしまう. 三つ目はドライエ

ッチングの圧力, 温度, ガス比などの条件である. この条件が最適化されていないと, 表面

粗さが大きくなってしまう. 作製したマイクロレンズの表面粗さの測定を AFM(Atomic 

Force Microscope)を用いて行った. 図 3.27(a)(b)はその範囲の表面状態のコンター図と断面図

である. なお, レンズの曲面を測定しているため, この結果は 3 次元の傾き補正を行ってい

る. 測定範囲は 5[µm]×5[µm]である. この測定結果より, Sa=2.83[nm]となった. 一般的なレ

ンズ表面の表面粗さは約 15[nm]以下であるため, 十分なレンズ面になっていることが分か

る.  

 

図 3.26 作製したマイクロレンズ 
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次に作製したマイクロレンズの形状評価を行った. 図 3.28 は補正無しのマイクロレンズと

補正有りのマイクロレンズのコンター図である. また図 3.29 は補正あり, 補正なしのマイ

クロレンズの形状と設計値とグラフである. 補正なしの凸レンズの形状は, 内側のほうは

設計値よりもレンズの厚さが厚くなっている. しかし外側にいくにつれて, ある点で設計

値と交差した後, 設計値よりも薄くなっている. 補正ありのレンズは凸レンズの内側のほ

うが若干設計よりも厚くなっているが, その誤差は補正なしの凸レンズよりも小さい. 図

3.30 にその設計値との誤差を示す. 補正なしの場合は誤差が最大で 1.37[µm]であるのに対

して, 補正ありの場合は誤差が最大で 0.49[µm]である. この結果に関して 3.4.5 にて考察を

行う.  

またこのプロセスでは複数のレンズを同一プロセスで作製することが可能である . 図

3.31 に複数形状のマイクロレンズを同一基板に作製した結果とそれぞれの形状測定結果を

示す. 作製したレンズは凸面レンズ r=150, 270, 400[µm], 凹面レンズ r=150, 270, 400[µm]で

ある. 補正関数 c(z)は z にのみ依存するため, どのようなデザインのレンズにも応用可能で

ある.  

 

(a) 

 

(b) 

図 3.27 AFMによるマイクロレンズ表面粗さ測定結果 

(a)測定部コンター図(b)測定部断面図 
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図 3.28 マイクロレンズ形状測定コンター図 

With correctionWithout correction

 

図 3.29 マイクロレンズ形状測定結果比較 
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図 3.30 マイクロレンズ形状誤差比較 

-2

-1

0

1

2

0 30 60 90

E
rr

o
r 

[µ
m

]

x [µm]



90 

 

 

3.4.1.5 考察 

 

まずレンズ形状の設計値との誤差に関して考察する. 補正関数をマスクデータにフィー

ドバックすることでレンズ形状誤差を小さくすることに成功した. さらに誤差を小さくす

るためには今回の実験結果をもとに補正関数を修正することで可能となる. DMD 露光装置

はマスクレス露光が可能なため, このようにマスクデータを微調整しようとしてもその分

のコストがかからないという点においてもマイクロレンズのような微細な加工に適してい

る. また作製したマイクロレンズ形状に関して, 今回は凹面レンズ, 凸面レンズの作製を行

ったが, マスクデータを変えることで, フレネルレンズや, 非球面レンズなどの作製も可能

である. レンズアクチュエータデバイスの必要性能に合わせて, 自由にマイクロレンズを

作製可能であると考えられる.  

以上のようにDMD露光装置を用いたマイクロレンズの作製に関して述べた. マスクデー

タを補正することで, マイクロレンズの形状精度を良好にし, また表面粗さも十分レンズ

表面の石英マイクロレンズの作製に成功した. さらに同一基板上に様々な形状のマイクロ

レンズを同時に作製可能であることを示した.  

 

3.4.2 MEMSレンズアクチュエータデバイス 

 

次に MEMS アクチュエータデバイスの作製に関して述べる. MEMS レンズアクチュエー

タのアクチュエータの駆動原理としてピエゾ式(48, 49), 静電式(50, 51), 電磁式(52, 53)などが報告

されているが, ピエゾ式の利点の低消費電力, 高速応答性は光スキャナーとして大きな利

点となる. そのため我々はピエゾ素子である PZTを用いたMEMSアクチュエータデバイス

 

図 3.31 各種形状マイクロレンズと形状測定結果 

Concave Convex

r=150 [μm]

r=270 [μm]

r=400 [μm]
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r=150 [μm]

r=270 [μm]

r=400 [μm]
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の作製を行った. しかし PZT に限らず一般的に薄膜を基盤に成膜すると内部応力が発生し

基盤が変形してしまう. 変形したウェハを用いて MEMS デバイスを作製すると, 薄膜の内

部応力により, MEMSデバイスも大きく変形してしまう. 特にレンズを用いた光スキャナー

においてレンズの位置合わせはそのデバイスの光学特性を左右するため, 非常に重要であ

る. そのため, MEMSアクチュエータデバイスの内部応力による変形を低減することが求め

られる. そこで我々は FEM(Finite Element Method)を用いてMEMSアクチュエータデバイス

の変形を予測し, それを設計にフィードバックすることで変形の無い MEMS アクチュエー

タの作製方法を提案した.  

 

3.4.2.1変形シミュレーション手法 

 

まず MEMS デバイスの変形シミュレーション方法に関して述べる. MEMS デバイスの変

形を FEM で予測する方法は研究されている. FEM を用いて変形を再現する際, 境界条件と

して内部応力を用いる方法と, 仮想温度を用いる方法がある. 特にスカラー値である仮想

温度を用いる方法はベクトル値である内部応力を用いる方法よりも条件の設定が単純にな

るため, 図 3.17 のような複雑な構造のデバイスに対して簡単に応用できる. そのため我々

は仮想温度を境界条件とするシミュレーション方法を提案した.  

MEMS レンズアクチュエータの作製のために , 4inch サイズの SOI 基板に

Pt/Ti/PZT/Pt/Ti/SiO2 の薄膜を成膜した. 図 3.32 に薄膜を成膜した SOI 基板の断面図を示す. 

PZT を上部 Pt/Ti 膜と下部 Pt/Ti 膜で挟む構造となっており, それぞれが PZT 膜に電圧を印

 

図 3.32 薄膜成膜後の SOIウェハ断面図 
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可するための電極となっている. またそれぞれの薄膜を layer nとする. 基板, 薄膜の物性を

表 3.4にまとめる. 図 3. 33に薄膜形成による SOI基板の変形の模式図を示す. SOIウェハが

変形したときのウェハの縁と中心位置の高さのギャップを反り量とする. 薄膜が圧縮応力

を発生させるとウェハは凸形状に変形し, 逆に引っ張り応力を発生させるとウェハは凹形

状に変形する. 図 3.33 のように薄膜形成前の SOI ウェハの反り量を δ0とし, この値を基準

として, 薄膜 nを形成したときの反り量を δnと定義した. 我々は 2枚の SOIウェハ(wafer A,  

wafer B)を用いて薄膜形成, シミュレーション, MEMS デバイス(カンチレバーデバイス, ア

クチュエータデバイス)の作製を行った.  

MEMSデバイスの反り量を予測するために, 初めにANSYSを用いたウェハそのシミュレー

ションを行った. シミュレーションのプロセスは以下の通りである.  

①ウェハ反りを測定する 

②解析結果が測定結果に合うように温度条件 Td0~Td4を合わせこむ  

③その時の Td0~Td4を求める 

④求めた Td0~Td4を用いて, デバイスの変形シミュレーションを行う 

 

図 3.33 ウェハ反り模式図 

δ2

Bare SOI substrate

(n=0)

Change of deflection 

(n=2)

δ1

Change of deflection 

(n=1)

Initial deflection (δ0)
…

Tensile stressCompressive stress

表 3.4 薄膜の物性 

 

Thermal expansion

coefficient 

[ m/m ℃]

Elastic 

modulus 

[GPa]

Poisson’ s 

ratio

[-]

Top Pt/Ti 8.8 168 0.38

PZT 6.7 61 0.39

Bottom Pt/Ti 8.8 168 0.38

SiO2 (Thermal oxide) 0.5 70 0.20

Si (Structural silicon) 2.6 190 0.27

SiO2 (Buried oxide) 0.5 70 0.20

Si (Substrate silicon) 2.6 190 0.27
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という流れでシミュレーションを行う. 我々はその境界条件を各層の仮想温度変化として

設定した. この方法では仮想温度変化による熱膨張が各材料によって違うことを利用して, 

反りを再現する. 図 3.34 は SOI ウェハの反り再現シミュレーションのプロセスフロー, 図

3.35 に例として wefer A の 2nd step のシミュレーションプロセスを示す. 1st step で基準の反

り量である δ0(=45.2)を再現し, その仮想温度条件 Td1(=-9711[℃])が得られる. 次に熱酸化膜

 

図 3.34 SOIウェハ反り再現シミュレーションプロセス 

SOI5-U52 1st Step (n=0) 2nd Step (n=1) 3rd Step (n=2) 4th Step (n=3) 5th Step (n=4)

δn(Experimental result) δ0 δ1 δ2 δ3 δ4

Simulation Model

Boundary condition Td [℃] T [℃] Td [℃] T [℃] Td [℃] T [℃] Td [℃] T [℃] Td [℃] T [℃]

Top Pt/Ti Td4 0

PZT Td3 0 Td3 0

Bottom Pt/Ti Td2 0 Td2 0 Td2 0

SiO2 (Thermal oxide) Td1 0 Td1 0 Td1 0 Td1 0

Si (Structural Si) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

SiO2 (Buried oxide) Td0 0 Td0 0 Td0 0 Td0 0 Td0 0

Si (Substrate Si) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

δ(Simulated result) δ0 δ1 δ2 δ3 δ4

Tdn [℃] (result) Td0 Td1 Td2 Td3 Td4

Si

SiO2

Pt/Ti
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Td0→0  [℃] T0d→0  [℃]

Td1→0  [℃]
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Td1→0  [℃]

Td2→0  [℃]

Td0→0  [℃]

Td1→0  [℃]

Td2→0  [℃]

Td3→0  [℃]

Td0→0  [℃]

Td1→0  [℃]

Td2→0  [℃]

Td3→0  [℃]
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図 3.35 SOIウェハ反り再現シミュレーションプロセスサンプル 
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を形成したときのウェハの反り変化量 δ1(=47.2 [µm])を測定する. ANSYSを用いて熱酸化膜

を形成したウェハモデルを作成する. 解析結果の δ1が実験結果の δ1(47.2[µm])になるように, 

Td2を調整し, その時の Td2(-10642[℃])を得る. このとき Td1は 1st step で求めた値を用いる. 

このようなプロセスを 3層目, 4層目, 5層目と繰り返し行うことで, n層における仮想温度条

件 Tdnを求める.  

 

3.4.2.2 カンチレバーデバイスの変形 

 

 

まず我々は単純なモデルであるカンチレバーデバイスの変形のシミュレーションに関し

て述べる. またウェハの変形から求められる理論的なカンチレバーデバイスの変形量の計

算を行い, シミュレーション結果, 計算結果, 実験結果の比較を行った. この目的は上述の

シミュレーヨン方法が, 理論的, 実験的に妥当であるかの確認である. またこのカンチレバ

ーデバイスはアクチュエータデバイスの特性を決定する PZT の圧電定数を測定するための

デバイスとして使用する.  

 

図 3.36 カンチレバーデバイスの形状と境界条件 
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図 3.37 カンチレバーデバイスの測定点 
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図 3. 36にカンチレバーデバイスのデザインを示す. カンチレバーデバイスの構造体 Siの長

さと幅はそれぞれ 1100[µm], 300[µm]である. また上部 Pt/Tiと PZT, PZTと下部 Pt/Ti間には

それぞれ 5[µm]のマージンを設けてある. カンチレバーデバイスの変形として図 3.37 に示

すように, 上部 Pt/Ti層の先端の位置に変位量を δcantileverとして定義した.  

 

3.4.2.2.1 シミュレーション結果 

 

 

wafer A と wafer B それぞれに対して, 薄膜を形成したときの反りの変形量の測定を行った. 

薄膜の形成条件を表 3.5にまとめる. 熱酸化膜は熱酸化炉でドライ酸化することで形成した. 

PZT は SCD(Chemical solution deposition), Pt/Ti はスパッタの方法で形成した. ウェハの反り

量の変化は薄膜応力測定装置  (FLX-2320-S, Toho technology)を用いて測定を行った . 

 

図 3.38 SOIウェハ反り履歴 
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表 3.5 薄膜の形成条件 

 

wafer A

Layer Material Role Method Deposition temp ℃ Thickness nm Deflection μm

n=4 Top Pt/Ti Top electrode Sputter 250 115 δ4=7.4

n=3 PZT Piezoelectrics CSD 650 1800 δ3=10.3

n=2 Bottom Pt/Ti Bottom electrode Sputter 200 100 δ2=43.6

n=1 SiO2 Barrier Oxidation 1100 1500 δ1=45.2

n=0 SOI wafer Bare SOI wafer δ0=47.2

wafer B

Layer Material Role Method Deposition temp ℃ Thickness nm Deflection μm

n=4 Top Pt/Ti Top electrode Sputter 135 115 δ4=14.1

n=3 PZT Piezoelectrics CSD 650 1940 δ3=8.5

n=2 Bottom Pt/Ti Bottom electrode Sputter 200 100 δ2=42.9

n=1 SiO2 Barrier Oxidation 1100 1500 δ1=43.9

n=0 SOI wafer Bare SOI wafer δ0=45.8
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図 3.38に実験結果から得られた δnとシミュレーションから得られた δnの履歴を示す. 表 3.6

にシミュレーションに用いた wafer A と wafer Bの Tdnをまとめる. 実験結果の δnと同じ値

になるように温度条件を調整しているため, 当然シミュレーション結果の δn は実験結果と

一致する. 図 3.39 に δ4と δcantileverの変形シミュレーションの結果を示す. δ4を変化させるた

めに温度条件 Td4 を調整した. 上部 Pt/Ti の温度条件(Td4)が低いとカンチレバーデバイスは

下向きに変形し, また上部 Pt/Ti の温度条件(Td4)が高いとカンチレバーデバイスは上向きに

変形する. この結果を図 3.44に計算結果, 実験結果とともにまとめる.  

 

3.4.2.2.2 計算結果 

 

次にカンチレバーデバイスの変形量の計算結果に関して述べる. ウェハの反りから内部

応力を算出する方法は Stony によって報告されている(54). また Stony の式は多くの研究者

表 3.6 境界条件(シミュレーション結果) 

 

Simulated Wafer A Wafer B

Td4 [℃] 95 -182

Td3 [℃] 258 247

Td2 [℃] 146 38

Td1 [℃] -10642 -9788

Td0 [℃] -9711 -9461

 

図 3.39 SOIウェハとカンチレバーデバイスのシミュレーション結果 
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δ4=14.1 [μm] δcantilever=3.0 [μm]

Td4=601  [℃]

δ4=-10.0 [μm] δcantilever=88.6 [μm]
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により研究され, 複合膜(55), 応力の不均一条件(56)など様々な条件において使用できるよう

拡張されている. まず n 層目の薄膜塗布後のウェハの曲率半径は幾何学的に以下の式であ

らわされる.  

 

r0 =
Lw

2

2δ0
                                                    (3. 12) 

 

rn =
Lw

2

2(δ0 + δn)
  (n = 1, 2, 3, ・・・)                      (3. 13) 

 

この式において Lw はウェハの反り測定範囲の半径である. 今回使用した測定装置では

Lw=79.84 [mm] である. 次に複合膜の成膜された時のウェハの曲率半径と温度変化の関係

は Sarhan によって報告されている(55). ただし, 我々のシミュレーション方法では基板の温

度変化と薄膜の温度変化が同じではないので, 以下の式であらわされる.  

 

1

rn
−

1

rn−1
=

6Entn(αnTdn − αsTds)

Ests
2                         (3. 14) 

 

この式では Enは n層目の薄膜のヤング率, tnは n 層目の薄膜の厚さ, αnは n 層目の薄膜の熱

膨張係数, Tdnは n 層目の温度変化量を意味する. 同様に Esは基板のヤング率, tsは基盤の厚

さ, αs は基板の熱膨張係数, Tds は基板の温度変化である. なお我々のシミュレーションにお

いては Tds=0であるため, 本計算でも Tds=0とする. この式(3.14)を用いて理論的な温度条件

Tdnが各層のウェハの曲率半径 rnから求められる. この計算結果を表 3.7にまとめる.  

次に作製したカンチレバーデバイスの変形量と温度条件の関係は以下の式であらわされる.  

 

{ε} = [K]{P}                                                              (3. 15) 

 

表 3.7 境界条件(計算結果) 

 

calculated Wafer A Wafer B

Td4 [℃] 96 -183

Td3 [℃] 249 239

Td2 [℃] 60 40

Td1 [℃] -10049 -9768 

Td0 [℃] -9615 -9327 
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ただし,  

{P}t = {P4 P3 P2 P1 P0  
1

R
}                                      (3. 16) 

 

{ε}t = {α4Td4 − α3Td3    α3Td3 − α2Td2    α2Td2 − α1Td1   α1Td1 − α0Td0    0     0  } (3. 17) 

 

[K] = 

[
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1

bt4E4
−

1

bt3E3
0 0 0 −

t4 + t3
2

0
1

bt3E3
−

1

bt2E2
0 0 −

t3 + t2
2

0 0
1

bt2E2
−

1

bt1E1
0 −

t2 + t1
2

0 0 0
1

bt1E1
−

1

bt0E0
−

t1 + t0
2

1 1 1 1 1 0

y̅ −
t4
2

y̅ − t4 −
t3
2

y̅ − t4 − t3 −
t2
2

y̅ − t4 − t3 − t2 −
t1
2

y̅ − t4 − t3 − t2 − t1 −
t0
2

Y ]
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

                                            

(3. 18) 

 

Y = ∑EiIi

4

i=0

                                                 (3. 19) 

 

この式は Oda らによって報告されている(57). この計算のモデルを図 3.40 に示す. この式に

おいて Pn, R, b, In, y̅ はそれぞれ n 層目の薄膜の軸力, カンチレバーデバイスの曲率半径, 

カンチレバーの幅, n 層目の断面二次モーメント, 任意の y の座標である. ただし, y̅ は本

計算においては打ち消されるため, 計算結果に影響を与えない. 温度条件Tdnは式(3.14)によ

り与えられ, また各材料の物性や寸法はすでに与えられているため, 式(5.15)より{P}とその

 

図 3.40 計算モデル 
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要素である R が求められる. カンチレバーデバイスの曲率半径がカンチレバーデバイスの

長さに対して十分大きいとき, δcantilever は R を用いて以下の式で表される.  

 

δcantilever =
L2

2 R
                                          (3. 20) 

 

以上の計算により, δ4 から温度条件 Td4, カンチレバーデバイスの曲率半径が求まり, 最

終的に δcanntilever が求まる. この結果をシミュレーション結果, 実験結果とともに図 3.44 に

示す.  

 

3.4.2.2.3 実験結果 

 

 

図 3.41 MEMSカンチレバーデバイス周辺の各プロセス後の写真 

Top Pt/Ti

PZT

Top Pt/Ti

Bottom Pt/Ti

PZT

Top Pt/Ti

Bottom Pt/Ti

PZT

Si

Au AuAu

Top Pt/Ti

Bottom Pt/Ti
PZT

Structural Si

Substrate Si

Structural Si

Top Pt/Ti

Bottom Pt/Ti
PZT

Au AuAu

Substrate Si 

(back side view)

Mask1: Top Pt/Ti etching

Mask2: PZT etching

Mask3: Bottom Pt/Ti etching

Mask4: Au sputter, etching

Mask5: Structural Si, SiO2 etching

Mask6: Back side (Substrate Si) etching



100 

 

 

 

最後に実際に作製したカンチレバーデバイスの変形の測定を行った. カンチレバーデバ

 

図 3.42 プロセス完了後の SOIウェハ 

 

(a) 

 

(b) 

図 3.43 MEMSカンチレバーデバイス SEM画像(a)wafer A(b)wafer b 

measurement point

δ4=7.4 [μm]

δcantilever=26.3 [μm]

measurement point

δ4=14.1 [μm]

δcantilever=-0.5 [μm]
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イスの作製プロセスを付録 1 にまとめる. 本作製プロセスは小林ら(58, 59)によって確立され

たものであり, フォトマスクを 6 枚使用する. それぞれ, 上部 Pt/Ti エッチング, PZT エッチ

ング, 下部 Pt/Ti エッチング, パッド用 Au エッチング, 構造体 Si, 熱酸化膜エッチング, バ

ックサイド(基板 Si), インシュレータ―酸化膜エッチング用の計 6 枚である. それぞれのプ

ロセス後のカンチレバーデバイス根本部の図 3.41 に示す. また図 3.42 にプロセス後のウェ

ハを示す. 図 3.43 に作製したカンチレバーデバイスの SEM 画像を示す. 図 3.43(a)は wafer 

Aを用いて作製したカンチレバーデバイス. 図 3.43(b)は wafer Bを用いて作製したカンチレ

バーデバイスである. 特に図 3.43(a)の写真からカンチレバーデバイスが上向きに変形して

いるのが観察できる. カンチレバーデバイスの変形を x, y, z手動ステージ付き顕微鏡を用い

て測定を行った. 測定は測定点のみではなく, カンチレバーデバイスの枠や根本からカン

チレバーデバイスの傾きを算出し, 測定点の変形量のみの算出を行った. 測定は wafer A 

wafer Bそれぞれ 8本のカンチレバーデバイスで行った. この結果を図 3.44にシミュレーシ

ョン結果, 計算結果とともにまとめる.  

 

3.4.2.2.4 考察 

 

図 3.44 に δ4と δcantileverの関係のシミュレーション結果, 計算結果, 実験結果を示す. シミ

ュレーション結果, 計算結果はその結果の近似直線, 実験結果は実測した値をプロットし

た.  wafer A に関して, δ4=7.4[µm]であり, その時の δcantilever のシミュレーション結果, 計算

結果, 実験結果はそれぞれ 27.5[µm], 12.7[μm], 26.3[µm]である. また wafer B に関して, 

δ4=14.1[µm]であり, この時の δcantilever のシミュレーション結果, 計算結果, 実験結果はそれ

ぞれ, 2.98[µm], -10.3[µm], -0.45[µm]であった.  

まずシミュレーション結果と実験結果の近似直線に関して考察を行う. シミュレーショ

ン結果, 計算結果ともに wafer A と wafer B の近似直線がほぼ一致していることがわかる. 

この結果は wafer A wafer B ともに PZT の成膜まではほぼ同等条件で薄膜を成膜しており, 

またその δ0-δ3を再現するように解析条件 Td0-Td3を決定している. そのためwafer Aと wafer 

Bの δ4が同じになるような温度条件 Td4を用いたとき, δcantileverも近い値となるのは妥当であ

ると考えられる. 微妙な誤差は wafer Aと wafer Bの初期反りの差, PZT薄膜厚さの差などに

より生じていると考えられる.  

またシミュレーション結果と計算結果の誤差に関して考察する. wafer A のシミュレーシ

ョン結果の近似直線の式は 

 

δcantilever = −3. 54 × δ4 + 53. 19                             (3. 21) 

 

wafer A の計算結果の近似直線の式は 
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δcantilever = −3. 50 × δ4 + 38. 66                              (3. 22) 

 

となる. この式を比較すると, 切片で約 14.5 [µm]の誤差があるものの, δ4の変化に対する傾

きがほぼ同じ値となっており, シミュレーション結果と計算結果が定性的に一致している

といえる. シミュレーション結果と計算結果の誤差の要因として考えられる要因としてシ

ミュレーションモデル, 作製モデルの違いが挙げられる. 計算モデルは計算の単純化のた

めに薄膜間のマージンを無視したモデルで計算を行った. しかし, シミュレーションモデ

ルには実際に作製するデザインと合わせるために薄膜間のマージンを設けているため , こ

の差が計算結果とシミュレーション結果の誤差の要因であると考えられる.  

次にシミュレーション結果と実験結果に関して考察する. 長さ 1100[μm]のカンチレバー

に対して, シミュレーション結果と実験結果の誤差がwafer Aで1.2[μm],  wafer Bで3.5[μm]

という値は十分小さく, 精度よくカンチレバーデバイスの変形のシミュレーションができ

ていると考えられる. この結果より, このシミュレーション方法を用いて, 上部 Pt/Ti によ

る反り変形量 δ4 が任意の値の時, MEMS カンチレバーデバイスの変形量が精度よく予測で

きることを示した. δ4は上部 Pt/Tiの実際の成膜温度や厚さを変えることで制御可能である.  

 

 

図 3.44 カンチレバーデバイスのシミュレーション結果, 計算結果, 実験結果 

-20

-10

0

10

20

30

40

50

0 5 10 15 20

δ
ca

n
ti

le
v

er
[μ

m
]

δ4 [μm]

Experimental result (wafer B)

Experimental result (wafer A)

Simulation result (wafer B)

Simulation result (wafer A)

Calculation result (wafer B)

Calculation result (wafer A)



103 

 

3.4.2.3アクチュエータデバイスの変形シミュレーションと実験結果, 考察 

 

 

次に MEMS アクチュエータデバイスの変形のシミュレーション結果と実験結果に関して

述べる. まず図 3.45に作製したMEMSアクチュエータの SEM画像を示す. 作製プロセスは

カンチレバーデバイスの作製と同等のプロセスを用いて作製した.  

図 3.46にこのMEMSアクチュエータデバイスの変形シミュレーションの結果と実際に作

製した MEMS アクチュエータデバイスの変形の測定結果を図示する. シミュレーション

 

図 3.45 アクチュエータデバイス SEM画像 

measurement point

PZT cantilever

 

(a) 

 

(b) 

図 3.46 MEMSアクチュエータデバイスのシミュレーション結果, 実験結果 

(a)wafer A(b)wafer B 

Simulation result Experimental result

Simulation result Experimental result
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方法は 3.4.1 章で述べた方法で行った. 各層の温度条件はカンチレバーデバイスの温度条件

(表 3.6)を用いた. 図 3.46(a)はwafer Aのシミュレーション結果, 実験結果, 図 3.46(b)はwafer 

B のシミュレーション結果, 実験結果である. 図よりシミュレーション結果においても実験

結果においても, wafer Bの方が, wafer A の変形の方が変形が大きいことがわかる. 測定点は

図 3. 47の 4点の測定を行い, wafer A, wafer B のシミュレーション結果, 実験結果である. そ

れぞれ変形量に対して wafer A, wafer Bのシミュレーション結果は 5.66[µm], 1.08[µm]であっ

た. また実験結果では変形量の平均値は wafer A, wafer B それぞれ 4.29[µm], 0.01[µm]. であ

った. 図 3.31 に測定点における変形量とウェハの変形量 δ4 の関係のグラフを図示する. 

wafer Aと wafer B のシミュレーション結果と実験結果の誤差はそれぞれ 1.4[µm], 1.1[µm]で

ある.  

このシミュレーション結果と実験結果の誤差に関して考察を行う. この誤差の原因とし

てシミュレーションで用いた各層の物性や厚さの値と, 実際の値との誤差が考えられる. 

特にカンチレバーデバイスや MEMS アクチュエータデバイスの反りの変形においては薄膜

の厚さは変形量に対して三乗で効くため, 厚さの誤差は非常に重要なパラメータとなる. 

また物性の一つであるヤング率も変形に大きな影響を与える. しかし実際にこれらの値を

正確に測定することは困難であるため, これらの誤差が変形の誤差に繋がることが考えら

れる.  

また作製プロセス精度によるものが誤差原因として考えられる. 特に図 3.45 から L 字カ

ンチレバーの根本部では, カンチレバーと Si 基盤の枠が若干繋がっている. このような微

妙な作製プロセスによるエラーが実験値とシミュレーションの誤差の原因であると考えら

れる. しかしこの光スキャナーの測定点の上下方向の変位量は約 15[µm]になるよう設計し

てあるため, 可動範囲に対して誤差は十分小さいといえる. シミュレーションの結果から, 

 

図 3.47 MEMSアクチュエータデバイスの変形シミュレーション結果, 実験結果 
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δ4は最適値は 15.6[µm]であると決まった. waferB の δ4は, 14.1[µm]という最適値に近い値の

とき, wafer Bのデバイスの変形量は実験値で 0.01[µm]であり, 非常に変形量の少ない結果が

得られている.  

我々が開発したシミュレーション手法を用いることにより変形のない MEMS デバイスの

作製が可能であり, かつその変形がコントロール可能であることを示した.  

 

3.4.3 MEMSレンズアクチュエータ評価と応用 

 

次に作製した MEMS レンズアクチュエータの動作確認と光センサチップへの応用実験に

関して述べる.  

 

3.4.3.1 圧電定数の算出 

 

 

まず本項では成膜した PZT 薄膜の圧電定数を求めるために, 作製したカンチレバーデバ

イスを用いた実験を行った. カンチレバーデバイスは wafer Bを用いて作製したデバイスを

用いた. 圧電定数とは圧電歪定数と呼ばれ, 応力 0の状態で電圧を印可した時の歪の大きさ

を表し, 方向により d31, d33, d31と呼ばれる. 今回は d31の算出を行った. 実験にはフリンジカ

ウント変位計(AT1100, グラフテック株式会社)を用いた. 実験系を図 3.48 に示す. ファンク

ションジェネレータから特定の周波数の交流電圧をカンチレバーデバイスに印可すると, 

その周波数でカンチレバーデバイスが振動する. その振動の変位をフリンジカウント変位

計で測定し, その結果をオシロスコープで出力する. 駆動周波数を 1010.11[Hz]とし, 印可電

圧は印可電圧幅を Vpp, オフセット電圧 Voffsetの電圧である. ただし, Voffsetは Vppの半分の電

圧とし, 常に正の電圧が印可する. また 1010.11[Hz]はカンチレバーデバイスの共振周波数

 

図 3.48 カンチレバーデバイスを用いた圧電定数算出の実験系模式図 
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とその定数倍にならないように調整を行った値である. 実験の前に分極処理を行った. 分

極処理とは自発分極の向きを揃える処理で, 圧電特性の向上のために一般的に行われる処

理である. 今回は 20 [V]の直流電圧を 2 分間印可という条件で処理した. 圧電定数 d31は以

下の式を用いて算出を行った(60).  

 

d31 =
Kδ

3L2ABV
                                                    (3. 23) 

 

K = (s11
Si)

2
(hPZT)4 + 4s11

Sis11
PZThSi(hPZT)3 + 6s11

Sis11
PZT(hSi)

2(hPZT)2   

        +4s11
Sis11

PZThPZT(hSi)
3 + (s11

PZT)2(hSi)
4                                    (3. 24) 

 

A = s11
Sis11

PZT(s11
PZThSi + s11

SihPZT)                       (3. 25) 

 

B =
hSi(hSi + hPZT) 

(s11
PZThSi + s11

SihPZT)
                                       (3. 26) 

 

ここで δ はカンチレバーデバイスの先端の変位量を, L はカンチレバーの長さ(1.1[mm])を, 

V は駆動電圧(=Vpp)を, hsi, hPZT はそれぞれ Si (4.9[µm])と PZT(1.92[µm])の各膜厚を, s11
Si, 

s11
PZT はそれぞれ Si(5.9×10-12 [GPa-1])と PZT(1.43×10-11 [GPa-1])の弾性コンプライアンスを表

す. 印可電圧と求めた圧電定数 d31 の計算結果をプロットしたグラフとその近似直線を図

3.49 に示す. 図に示すように印可電圧により圧電定数 d31 が変化していることがわかる. こ

れは電圧を印可したときに発生する PZT 結晶の歪の向きの割合が印可電圧に依存している

ことに起因すると考えらえる. 分極処理により, PZT 結晶の向きは揃えられているものの, 

 

図 3.49 d31算出結果 
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すべての結晶の向きが揃っているわけではない. このようなランダムな方向を向いている

結晶は印可電圧により, 歪を発生させるとともに, その歪の方向を変える. 圧電素子の発生

させる歪は結晶の向きの総和で決定するため, これらのランダムな方向を向いている結晶

の動きにより, 算出される圧電定数に違いが生じていると考えられる.  

以上のように本作製で使用した PZT薄膜の d31の算出を行った. 算出した圧電定数は後述

するMEMSレンズアクチュエータデバイスの動作シミュレーションに用いる.  

 

 

3.4.3.2 MEMSレンズアクチュエータ動作確認実験 

 

 

次に MEMS レンズアクチュエータの動作実験とシミュレーションを行った, まず動作実

験に関して述べる. MEMS レンズアクチュエータは 4 本の L 字型カンチレバーに電圧を印

可することにより中央部にボンディングするレンズを駆動させる. 図 3.50 にワイヤーボン

ディング後の MEMS レンズアクチュエータデバイスの写真を示す. MEMS レンズアクチュ

エータデバイスのサイズは 1[mm]×1[mm]となっている. L 字型カンチレバーをそれぞれ, 

cantilever 1,  cantilever 2,  cantilever 3, cantilever 4 とする. また測定位置①②③④を図 3.32

内に示す. 測定点はその番号のカンチレバーがレンズボンディング部に接続されている接

続点としている. 動作確認のために, レーザードップラ振動計(PSN-500, Polytec)を使用した. 

 

図 3.50 ワイヤーボンディング後のMEMSアクチュエータデバイス 
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本装置は測定対象の振動速度を測定する装置であり, 測定時間で積分することにより測定

部の変位を算出することができる. まず cantilever 1 と cantilever 2に同じ電圧(Vpp)を印可し, 

cantilever 3 と cantilever 4 には電圧を印可しないという条件で変位の測定を行った. 印可電

圧は交流電圧であり, 振幅 Vpp, オフセット電圧 Voffsetとし, Voffsetは常に Vppの半分の電圧に

なるように調整した. 印可電圧周波数は 10[Hz]とし, Vpp=3[V], 6[V], 10[V]それぞれのときの

変位量の測定を行った. 実験結果はシミュレーション結果とともに図 3. 52に示す.  

次にシミュレーションに関して述べる. シミュレーションには ANSYS を用いた. シミュ

レーションのモデルは図 3.46と同じモデルを用いた. 上部 Pt/Tiに直流電圧 Vpp, =3[V], 6[V], 

10[V]下部 Pt/Ti に 0V を印可したときの図 3.46 の測定点に相当する位置の変位量をシミュ

レーション結果より求めた. シミュレーションの際 PZT の物性として d31, d32, d33を入力す

る必要がある. d31は図 3.49の結果を用いて算出した. PZT薄膜が等方性を有していると仮定

したとき, d31=d32=d33/2 と近似できるため, この近似を用いて d32, d33 を算出した(61). よって

圧電定数 d31 と d33 はそれぞれ Vpp = 3[V]のとき d31 = -101.5[pm/V] , Vpp=6V のとき d31=-

128.5[pm/V], Vpp = 10[V]のとき d31 = -164.  [pm/V] とし, その値から算出された d32, d33を使

用した. 図 3.51 に Vpp=10[V]の時の MEMS レンズアクチュエータの変形シミュレーション

結果を示す. 電圧を印可したカンチレバー(cantilever 1,  cantilever 2 )の接続されている箇所

が持ち上がり電圧を印可していないカンチレバー(cantilever 3,  cantilever 4)の接続されてい

る箇所は変位が小さいことがわかる. 測定箇所①②③④の変位量と印可電圧Vppの関係の実

験結果とシミュレーション結果を図 3.52 に示す. この結果より各点の変位量の実験値とシ

 

図 3.51 cantilever 1,  cantilever 2に Vpp=10V印可時の 

MEMSレンズアクチュエータ動作シミュレーション結果 

①
④

② ③
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ミュレーション値がほぼ一致している結果が得られ, シミュレーションと実験の整合性が

得られていることを示した.  

次にすべてのカンチレバー(cantilever 1,  cantilever 2,  cantilever 3,  cantilever 4)に同じ電

圧 Vppを印可した時の実験結果を図 3.53に示す. Vppの最大値は 20[V]とし, 測定部①②③④

の変位量の平均値をプロットした. 実験結果より印可電圧Vppの増加により変位量も増加し, 

Vpp=20 [V]のとき, 16.5[µm]の変位が得られる結果が得られた. せん断力センサに応用する際

 

図 3.52 印可電圧の変化による測定点の変位量の 

実験結果とシミュレーション結果 
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図 3.53 印可電圧の変化による測定点の変位量の 

実験結果とシミュレーション結果 
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はこのように全てのカンチレバーに同電圧を印可することで駆動する.  

 

3.4.3.3 MEMSレンズアクチュエータ光学計算 

 

 

次にレンズアクチュエータの光学計算に関して述べる. レンズを上下方向に動かしたと

きに, ビームスポット径がどのように変化するか計算を行った. 図 3.54 に計算モデルを示

す. 計算には光線追跡を用いて, ある光線の軌跡を計算する. 図 3.54内の行列 A, B, C, D, E

はそれぞれ, 自由空間の通過(d1), 球面界面の通過(空気→凸レンズ), 自由空間の通過(d2), 

平面界面の通過(ガラス→空気), 自由空間の通過(d3)の光線行列であり, それぞれ以下の行

列で表せられる.  

 

A = [
1 d1 + a
0 0

]                                                    (3. 27) 

 

B = [
1 0

n2 − n1

n2R

n1

n2

]                                                  (3. 28) 

 

C = [
1 d2

0 0
]                                                     (3. 29) 

 

 

 

図 3.54 光線追跡計算モデル 
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D = [
1 0

0
n2

n1

]                                                     (3. 30) 

 

E = [
1 2zm − (h + d1 + a + d2)
0 0

]                              (3. 31) 

 

a, n1, n2, R, h, ω はそれぞれレンズ移動量 , 空気の屈折率(1.000[-]), 石英ガラス屈折率

(1.439[-]), レンズ曲率半径(150[µm]), VCSEL 高さ(200[µm]), 光センサチップ上のスポット

半径である. VCSEL光の 1/e2角の光の光線追跡を行うと, 光センサチップ上の光線は光線行

列 A, B, C, D, Eを用いて以下の式で表せされる.  

 

[
ro

ro
′] = EDCBA [

0

tan (
Θ

2
)
]                                 (3. 32) 

 

ただし Θ は VCSEL の 1/e2角の値(16.9[deg.])である. また ro, ro’は光学素子を通過後の中心

軸からの距離, 光線の傾きを示す. 図 3.54 より roの値は ω に相当する. 図 3.55 に a を変数

としたときの, ω の計算結果を示す. aは図 3.53の実験結果より, 16[µm]まで変化させた. 計

算結果より, a が大きくなるにつれて, 光センサチップ上のスポット径が直線的に大きくな

っていることがわかる. この結果より, 理論的にレンズアクチュエータを用いて光センサ

チップ上のビームスポット径を変化できることを示した.  

 

 

図 3.55 光線追跡計算結果 
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3.4.3.4 MEMSレンズアクチュエータのせん断力センサへの応用実験 

 

 

 

 

 

次に光センサチップと組み合わせて性能を可変化できるかの確認実験を行った. まず光

センサチップとMEMS レンズアクチュエータのアセンブリプロセスを図 3.56 に示す. 手順

 

図 3.56 光センサチップとMEMSレンズアクチュエータデバイスアセンブリプロセス 
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図 3.57 MEMSレンズアクチュエータデバイス SEM画像 
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4, 手順 5で用いた接着剤は紫外線硬化型(MOS-Cure mini 365, U-VIX)であり, 光学素子接着

用途のもので高透過性を有する. 図 3.57に作製したデバイスの MEMS レンズアクチュエー

タ部の SEM 画像を示す. 本画像においては凸面レンズを用いており, 画像撮影のために凸

 

図 3.58 光センサチップとMEMSレンズアクチュエータアセンブリ後写真 

1mm

 

図 3.59 MEMSレンズアクチュエータ内蔵せん断力センサ実験系 

Force gauge

Automatic stage

Pressure sensor

z axis stage

Shearing force sensor

Lab VIEW

outputinput

DC voltage source



114 

 

面部が表面にあるが, 実際に使用したサンプルはレンズ部を裏になるようにボンディング

を行った. これは VCSEL の照射光の広がり角を考慮し, レンズ部に確実に光が入射するよ

うにしたためである. また図 3.58 にアセンブリ後の光センサチップの全体像を示す. 光セ

ンサチップは温度センサ内蔵型光センサチップを用いた.  

次に実験に関して述べる. 光センサチップに前項で述べた弾性ゴムフレームをかぶせ, 

実験を行った. 使用した弾性ゴムフレームは前項におけるフレーム 2を使用した. 実験系を

図 3.59 に示す. 図 3.12 とほぼ変わらないが, MEMS レンズアクチュエータ用の電源を追加

した点, 光センサチップの初段増幅器を光センサチップ用基板とは別に配置した点が相違

点となる. 実験系の構造, 動作に関しては 3. 3. 2にて述べたので割愛する. MEMSレンズア

クチュエータの L字型カンチレバー1, 2, 3, 4すべてに同電圧を印可し, それぞれの印可電圧

において, せん断力を負荷したときの光センサチップの信号を取得した. 電圧は 0, 4, 8, 12, 

16, 20 [V]の直流電圧である. せん断力は x軸方向に負荷し, その時の信号 Srotxを取得した.  

 

3.4.3.5 結果・考察 

 

 

実験結果を図 3.60 に示す. まず負荷したせん断力に対してそれぞれの電圧で信号が変化

していることがわかる. また各信号から近似直線を算出し, その傾きと切片を算出した結

果を図 3.61に示す. 傾きに関して, 印可電圧の増加により, 近似直線の傾きが小さくなる結

果が得られた.  

 

図 3.60 MEMSレンズアクチュエータのせん断力センサへの応用実験結果 
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 以上の結果に関して考察を行う. まず近似直線の傾きの変化に対して考察する. 図 3.55

より, MEMS レンズアクチュエータにより, マイクロレンズを上方向に動かすと, 光センサ

チップ上のビームプロファイル径は大きくなる. ビームスポット径が大きくなると, ミラ

ーの傾きにより発生するビームスポットの中心位置が移動したときの, PD の信号変化量は

小さくなり, 結果としてミラーの傾きに対しての信号(Srotx)の変化の傾きが小さくなる. 印

可電圧の増加によりマイクロレンズは上方向に動くため, 信号の傾きが小さくなると予測

したが, その結果と定性的に合致する実験結果が得られた. つぎに, 切片に関して考察する. 

切片は上下方向にばらついているが, この結果はレンズの傾きにより発生していると考え

られる. L 字型カンチレバー4 本にはすべて同じ電圧を印可しているが, 同電圧を印可して

もカンチレバーの変位量が作製精度などにより誤差が発生すると考えられる. その結果, 

マイクロレンズがレンズ面を水平に保ったまま上方向に動くのではなく, 電圧により微小

に傾きながら上方向に動き, その結果, 近似直線の切片のばらつきが生じたのだと考えら

れる. しかし微小な切片の変化は各カンチレバーに印可する電圧をそれぞれ調整すること

で補正可能なため, 補正することでこの問題は解決できると考えられる.  

以上の結果より, MEMSアクチュエータデバイスに印可する電圧を調整することで, 得ら

れる信号を変えることが可能であることを示した.    

 

3.5 結言 

 

以上のように小型かつ二軸方向のせん断力を測定できる力覚センサの研究開発を行った. 

 

図 3.61 近似直線の傾きと切片 
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特に弾性ゴムフレームを用いたせん断力センサはセンササイズが 6[mm]×6[mm]厚さ 8[mm]

と非常に小型である. このセンサは測定範囲や分解能などの性能が弾性ゴムの物性に大き

く依存しているため, 弾性ゴムの材質を変えた弾性ゴムフレームを用いることでセンサの

性能を可変化できる特徴を持つ. このように性能を可変化できる特徴は受力部である弾性

ゴムフレームと検出部である光センサチップが物理的に分離されているという特徴により

可能となる. 特に生体用のロボットハンドを応用先として考えたとき, 把持対象になる物

体の範囲は広い. そのためこのようにセンサの性能を簡単に可変化できるセンサは非常に

汎用性が高いと考えられる.  

また開発したせん断力センサの高機能化を可能とする MEMS レンズアクチュエータデバ

イスの作製とその応用実験に関して述べた. マイクロレンズはDMD露光装置という装置を

用いることにより, レンズ形状を高精度にコントロールしながら多品種のマイクロレンズ

を一括に作製できることを示した. この結果により, 高品質な石英マイクロレンズを自由

に設計できる手法を示した. 次に MEMS アクチュエータデバイスの作製を行った. 薄膜の

内部応力によって生じる MEMS デバイスの変形をシミュレーションし, 設計にフィードバ

ックすることにより, 変形のない MEMS デバイスの設計方法を提案した. また実際に作製

したところ, ほぼ変形のない MEMS アクチュエータデバイスの作製に成功し, この手法が

有用であることを示した. 最後に作製した MEMS レンズアクチュエータデバイスのせん断

力センサへの応用の実験を行った. 実験により, せん断力センサの信号を可変化できるこ

とを示した.  

 今回の報告では二軸のせん断力の測定が可能である点, 弾性体フレームを取り換えるこ

とで性能を可変化できる点, MEMS レンズアクチュエータを用いてせん断力センサの性能

を可変化できる点の報告を行った. 将来的に実用化にむけて, 応用先に合わせて可変化の

範囲を最適化する必要がある. しかし第 2 章と本章で報告した, 光センサチップ形状, 弾性

ゴムフレームの物性, レンズ形状, MEMS アクチュエータデバイスの性能など, それぞれの

シミュレーション手法, 作製手法を用いることで, 応用先に合わせたはば広い設計・作製が

可能であると考えられる. 本センサはロボットハンドに内蔵する用途として研究開発を行

ったが,先述したような, ベッドに内蔵し,褥瘡の防止に使用するなどの応用など, 小型・高

機能という特徴を活かした広い応用が考えられるため, 非常に有用であると期待できる. 
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4. マイクロエンコーダチップとナノインプリ

ント回転回折格子スケール 

 

本章では我々が研究開発したマイクロエンコーダに関して述べる. 本章で記すセンサを

ロボットハンドに内蔵したときのイメージ図を図 4.1 に示す. まず研究背景について述べ, 

その後我々が研究開発を行っているマイクロエンコーダについて述べる. 特に本研究にお

いてはロータリーエンコーダの部品である回転回折格子に重点を置き報告を行う. その後

作製したセンサを用いた実験を行い, その結果に関して考察を行う. 最後に本章のまとめ

と今後について述べ本章を締めくくる.  

 

 

4.1研究背景 

 

エンコーダとは測定対象の移動距離を測定するセンサとして広く使用されている. 特に

ロータリーエンコーダという形でモーター内に組み込まれ, モーターの回転量, 回転速度

などを精密に測定するセンサとして使用される. ロボットの駆動装置としてステッピング

モーター, サーボモーター, 超音波モーターなど, 様々なモーターが広く使用されているが

(62), ロボットの小型化, 高機能化に伴い, モーターは勿論, モーターを精度よくコントロー

 

図 4.1 マイクロエンコーダを内蔵したロボットハンドイメージ 

Motor

Micro encoder chip

Diffraction grating scale
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ルするためのロータリーエンコーダの小型化が求められている. そこで我々はロボットハ

ンド内のような小さなスペースに内蔵可能なロータリーエンコーダの研究開発を行った.  

エンコーダは大きく分けて磁気式, 光学式に分けられる. 磁気式は比較的安価, 低消費電

力という長所を有するが, 光学式と比較して信号精度が劣る短所がある. また光学式は信

号精度や耐環境性は高いが, 大型・高価になるという欠点を持つ. ただ昨今の技術進歩によ

り高品質のレーザーや光学素子の低価格化が進み, また磁気式はレアメタルを使用するた

め, 今後の価格変動が不透明ということもあり, 光学式エンコーダがより広く使用されて

いる(63-65). 一般的な光透過式と光反射式のロータリーエンコーダの模式図を図 4.2 に示す. 

透過式では回転するスリット板と固定スリットがあり, それら二枚のスリットを挟んで前

後に発光素子と受光素子が配置されている構造となっている. 対して反射式の場合, 回転

スリットの片面に発光素子と受光素子とが配置されている構造となっている. ロボットに

多数内蔵するということを考えたとき, センササイズはより小型であることが望まれる. 

このように考えたとき, 構造的に小型化しやすい反射型エンコーダが有利である.  

我々は MEMS 技術を用いたマイクロエンコーダチップの研究開発を行った(66-68). 光学式

エンコーダの場合, 様々な発光素子, 受光素子, レンズ, スケールなど多数の光学素子を配

置しなければならず, 構造が煩雑になりやすいというデメリットを有する. 実際に MEMS

技術を用いたマイクロエンコーダにおいても部分的にMEMS化し小型化に成功しているが, 

光源や受光素子を別に設ており, すべてがワンチップ化されているわけではない(69, 70). そ

こで我々は MEMS 技術にパッケージング技術を応用することにより, 様々な光学素子, 電

気素子をワンチップ(2.8[mm] ×2.8[mm] 厚さ 1[mm])に集積化し, 劇的な小型サイズのエンコ

ーダチップの開発を行った. この技術により, 小型化のみならず, エンコーダチップの信頼

性向上や大量生産を容易にするなど様々なメリットが得られる(71).  

またロータリーエンコーダの構成要素である回転回折格子スケールは, エンコーダ自体

のサイズや性能を決定する非常に重要な部品であり, いかに高精度で安価に作製できるか

 

図 4.2光透過式と光反射式のロータリーエンコーダ 
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が重要となる. そこで我々はナノインプリント技術を用いて回転回折格子の作製を行った. 

ナノインプリント技術とはマイクロ, ナノサイズのパターンが形成された型となるモール

ドに樹脂を押し付け, そのパターンを樹脂に転写する技術であり, Chou らによって 1995 年

提案された(72, 73). 従来, 微細な回折格子は機械加工や露光とドライエッチングなどを用い

て作製されていたが, ナノインプリント技術を用いることで低コストでパターンが形成で

き, またプロセスの工程も少ないため簡易な装置で容易に製造が可能となる. ただし, 回転

回折格子の場合, 回折格子だけでなく, モーターなどの回転軸に接続するような貫通穴の

作製が必要となるが, 貫通穴と回転回折格子の軸精度が悪いと, モーター回転時回折格子

の軸ぶれが発生し, 測定精度の悪化の原因となる. しかし微細なパターンを樹脂に転写し

た後, 職人によって精密な位置合わせを行い機械加工で貫通穴を形成するという従来方法

をとると, 生産性の低下, コストの増大の原因となり, ナノインプリント技術のメリットが

打ち消されてしまう(74). そこで我々はナノインプリントと機械加工の工程を同時に行うこ

とができる新規的な加工方法を提案した.  

 

4.2 マイクロエンコーダチップ 

 

図 4.3に作製したマイクロエンコーダチップを示す. センサのサイズは 2.8[mm] × 2.8[mm]

となっている. 大きく分けて Si基盤とガラス基板に分かれており, 2枚の基板に光学素子を

配置した後, 基板を張り合わせ, その後ダイシングを行う, ウェハレベルパッケージングと

いう技術を用いている. この技術を用いることでチップごとでの複雑なアライメントの必

要がなくなり, 生産性を向上させることが可能となる.  

 

図 4.3 マイクロエンコーダチップ 
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4.2.1 マイクロエンコーダチップ構造 

我々が開発したマイクロエンコーダチップの構造に関して述べる. 図 4.4にマイクロエン

コーダチップの断面図の模式図を示す. まず Si基板側の構造に関して, Si基板にウェットエ

ッチングでキャビティ構造を作る. そのキャビティの底面に DFB レーザーがボンディング

されている. さらに底面には TSV(Through Silicon Via)が形成されおり, Siチップの裏面に電

極が形成されている. このようにすることで電極をチップ外に出すことができ, またチッ

プ内の封止が可能となる. また Si チップのキャビティの斜面には反射膜, 導電用として Au

膜が形成されている. 次にガラス基板に関して述べる. ガラス基板にはドライエッチング

で非球面レンズが形成されている. 非球面レンズは 2つあるが, 片方の非球面レンズの裏面

には光の波長を 1/4波長分ずらす位相シフト膜を配置している. またガラス基板の中心には

 

図 4.4 マイクロエンコーダチップ構造模式図 
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図 4.5 マイクロエンコーダチップ SEM画像 
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複数個の PD(Photo Diode)が配置されている. この PD が受光素子となる. Si基板の表面とガ

ラス基板の表面に電極があり, ウェハレベルパッケージングの際, それぞれの電極が導通

するようになる. PD の出力はガラス表面→ガラス表面電極→Si 表面電極→キャビティ斜面

→キャビティ底面→TSV→外部と導通し, 外部に取り出される. このように複雑な構造を

MEMS技術, ウェハレベルパッケージング技術, TSV技術などを用いてワンチップ化するこ

とにより非常に小型なセンサチップの作製に成功した. 図 4.5にマイクロエンコーダチップ

の内部構造とガラス基板の SEM画像を示す.  

 

4.2.2 マイクロエンコーダ測定原理 

次にマイクロエンコーダチップの測定原理に関して述べる. 図 4.6に測定時のマイクロエ

ンコーダチップの断面図を示す. まず DFB レーザーからレーザー光がキャビティの方向に

照射される. キャビティに形成した反射膜で反射したレーザー光はガラス基板に形成した

レンズで集光されたのち, 回転スケールに入射する. この時片方の光路の光のみ 1/4 波長位

相シフト膜を通過するため, 左右での位相が 1/4 波長分ずれる. この 2 つの光が回転スケー

ルに照射する. 回転スケールは回折格子となっており, 回折現象が生じる. 光が回折した際

の強め合いの角度は以下の式であらわされる.  

 

sinθ =
m λ

d
                                                             (4. 1) 

d は回折格子のピッチ, λは光の波長である. m=0の時の強め合いの光を 0次回折光, m=1 の

 

図 4.6 マイクロエンコーダチップ測定イメージ 
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時の強め合いの光を 1 次回折光と呼ぶ. 図 4.7 に回折光の干渉の模式図を示す. 回折光の干

渉のピッチ pとすると, pは波長 λと回折角 θを用いて以下の式で表せられる.  

 

p =
λ

2 sin θ
                                                              (4. 2) 

 

式(4.1), 式(4.2)から回折格子のピッチ d と m 次回折光の干渉の強め合いのピッチ p は以下

の式で表される 

 

p =
d

2 m
   (m = 0, 1, 2, 3・・・)                                          (4. 3) 

 

作製したマイクロエンコーダでは, 1 次回折光が PD に入射するように PD や回折格子を設

計している. 回転スケールが移動すると, 強め合い, 弱め合いの位置が移動するため, PD 上

での光強度が変化し, その変化に応じて PD の出力も強弱を繰り返す. 式(4.3)より回折格子

1 ピッチの動きに対して 2 ピッチ分の出力信号が得られる. この信号の変化から, 回転スケ

ールの移動量を測定する原理となっている. また位相シフト膜を通過しない光路の光と, 

通過する光路の光の 1次回折光が入射する PDをそれぞれ PD-A, PD-B として, 2相の出力を

得る. これは回転スケールの移動方向を検知するためである.  

  

4.3 ナノインプリント技術 

 

ナノインプリント技術の転写プロセスは大きく分けて熱式ナノインプリント, UV 式ナノ

 

図 4.7回折光干渉イメージ 
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インプリントに分類される. 図 4.8に基本的な熱式ナノインプリント, UV式ナノインプリン

トのプロセスフローを示す. 熱式ナノインプリントは熱可塑性樹脂をガラス転移温度まで

昇温しその樹脂にモールドを押し付けパターンの転写を行う. その後樹脂をガラス転移温

度以下まで冷却し樹脂を硬化させる. その後, モールドを基盤から引き離す. 熱式ナノイン

プリントは UV 式と比較し安価で, 材料自由度が高いなどの利点がある. UV 式ナノインプ

リントは基板上に液体の光硬化性樹脂を塗布し, 樹脂に透明モールドを押し当てパターン

を転写する. その後, モールドの背面から紫外線を照射することで光硬化性樹脂を硬化し, 

モールドを基板から引き離す. 熱式と比較して転写精度が高く, 加熱冷却工程がないため

ハイスループットである. しかし, 熱式ナノインプリントと比較して樹脂が高価になる点, 

また装置が複雑, 高価になるというデメリットがある. 今回我々が作製する回転回折格子

スケールはパターンピッチが 3.2[µm]と比較的大きなパターンであるため, 熱式ナノインプ

リントの転写精度で十分であり, またマイクロエンコーダという応用先を考慮すると安価

に作製できる製造方法のほうが望ましい. 以上より回折格子の作製に熱式ナノインプリン

ト技術を採用した.  

 

 

図 4.8熱式ナノインプリントと UV式ナノインプリント 
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4.3.1 回転回折格子スケール 

 

 

 まず作製する回転回折格子の寸法を図 4.9 に示す. スケールの形状は円形であり, 厚さ

0.6[mm]である. 材料は PMMA(Polymethyl methacrylate)という樹脂材料を用いた. スケール

 

図 4.9回転回折格子寸法 
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図 4.10 ロータリーエンコーダと回転回折格子模式図 
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の中心に直径 3[mm]の回転軸挿入用の貫通穴があり, その中心から半径 5.3[mm]の位置に回

折格子パターンが 10125 ピッチ分形成されている. 回折格子のピッチは 3.2[µm], 回折格子

高さは 0.4[mm], 幅は 0.3[mm]となっている. 図 4.10 に使用時の模式図を示す. 回折格子パ

ターンに対面するようにマイクロエンコーダチップを配置する. また回折格子は回転軸に

挿入され, 回転軸とともに回転する. この時問題になるのが, マイクロエンコーダチップと

回折格子パターンの表面の距離, また回折格子位置のずれである. つまり回転スケールが

回転した際の面ブレと偏心である. 我々が研究開発したマイクロエンコーダの場合, 面ブ

レ, 偏心の許容範囲は 10[µm], 3[µm]となっているため, この許容範囲におさまるよう, 回転

スケールを作製しなければならない.  

 

4.3.2 作製方法 

次に回転回折格子の作製方法について述べる. 図 4.11 に作製方法プロセスを示す. 大き

く分けて 4つのプロセスで作製を行う.  

① 準備 

 

図 4.11回転回折格子作製プロセス 
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最初にプレスを型開状態にして, まず金型を樹脂のガラス転移温度付近に昇温し, ピスト

ンの背面には低圧エアをはる. そこへブランク基板を差し込む.  

② 昇温工程 

プレスを降下させ, 上型がブランク基板と接してストリッパのバネ力がかかる位置で中間

保持する. この保持時間を調節してブランク基板に熱を伝え, 打抜きに最適な温度まで昇

温する.  

③ プレス工程 

プレスをさらに降下させ下死点にもっていくと上型は降下し, ストリッパは基板を介して

押し下げられ, ピストンは基板を介して押し上げられるので図 4.11のように成形基板の内・

外径が同時にカットされる. この状態のまま, ピストン背面の圧力を高圧エアに切り替え

保持する. この保持時間とエア圧で樹脂へのパターン転写を行う. パターン転写はエア圧

2.5[MPa], 保持時間 180[sec]で行う. パターン中心と貫通穴中心は高精度に位置合わせされ

ているが, 内径抜きパンチとスタンパー内径には, 3[µm]のクリアランスがあるため, 最大で

3[µm]の中心ずれが発生する可能性がある. その後, 基板周辺部品を冷やす冷却工程に入る 

④ 取り出し 

プレスの上昇を開始する. するとブランク基板は, ストリッパのバネ力で押し上げられ, 成

形基板はピストン力で押し下げられるため, 一旦打ち抜かれた成形基板が再度ブランク基

板の中に押し込まれ一体となる. さらにプレスを①の型開状態まで上昇させ, ブランク基

板をピンセットで取り出す.  

 このようにステップ③においてパターニング工程と機械加工工程を同時に行うことによ

り, 生産性の向上と高精度な軸中心の位置合わせを実現した.  

 

4.3.3 形状評価 

 

図 4.12 ナノインプリント回転回折格子スケール 

5[mm]
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 図 4.12に作製した回転スケールを示す. 貫通穴, 内側の回転回折格子パターン, 外側の回

折格子パターンがそれぞれ確認できる. また図 4.13に回折格子部分のSEM(Scanning electron 

microscope)(SS-550, Simazu corp)画像を示す. パターン形成後, 型を抜きやすくするため型を

テーパー状にしてあるため, SEM 画像のように回折格子の凸部の端がテーパー状になって

いる. この SEM 画像から分かるように回折格子の表面はきれいになっている. 回折格子が

設計どおりに作成できているか確認するためにレーザー顕微鏡で回折格子パターンの形状

を測定した. 図 4.14 は回折格子の一部分の測定結果を示している. 測定結果より回折格子

のピッチは 3.226[µm], 回折格子の高さは 0.378[µm]であった. 設計値では回折格子ピッチは

3.2[µm], 回折格子高さ 0.4[µm]であるため, 設計値とほぼ同じ形状で転写されていることが

確認できる.  

 

図 4.13回転回折格子スケール回折格子パターン部 SEM画像 
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図 4.14回転回折格子スケール回折格子パターン部レーザー測定器測定結果 
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 次に回転スケールの全体の形状評価を行った. この測定の目的は作製した回転回折格子

の貫通穴中心とパターン中心の誤差, また面ブレを評価することである. 測定器として非

接触三次元段差測定器(WykoNT9300, Veeco)を使用した. この装置を使用することで, 数 nm

 

図 4.15回転回折格子スケール変形測定結果 

Sample 1 Sample 2

Sample 3 Sample 4

Sample 5
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オーダーで広範囲の表面形状を一括に測定できる. 原理は装置内の平面原器を透過した光

と測定対象で反射した光を干渉させその干渉縞から測定対象の構造を測定するものとなっ

 

(a) 

 

(b) 

 

(c) 

図 4.16 Sample3変形測定結果(a)x軸断面図(b)y軸断面図(c)r軸断面図 
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ている. サンプルは軸に挿入せず, 平板においた状態で測定を行った. 図 4. 15に 5つのサン

プルの形状の z軸方向の段差のコンター図を示す.  

また図 4.16(a)(b)(c)に Sample 3 の x 軸, y 軸, r 軸の断面形状のグラフをそれぞれ示す. 図

4.16(a)において xa1, xa2は xライン上の外側の回折格子パターンの中心の位置, xb1, xb2は xラ

イン上の回転軸の穴の円周上の位置を示している. 同様に図 4.16(b)において ya1, ya2は y ラ

イン上の外側の回折格子パターンの中心の位置, yb1, yb2は yライン上の回転軸の穴の円周上

の位置を示している. 回転軸中心座標(xac, yac), 回折格子パターンの中心座標(xbc, ybc), とす

ると 

 

 

xac =
(xa1 + xa2)

2
                                                                   (4. 4) 

 

yac =
(ya1 + ya2)

2
                                                                   (4. 5) 

 

xbc =
(xb1 + xb2)

2
                                                                   (4. 6) 

 

ybc =
(yb1 + yb2)

2
                                                                   (4. 7) 

 

Center error = √(xac − xbc)2 + (yac − ybc)2                                         (4. 8) 

 

となる. この sample の場合, xac=7.66[µm],  yac=6.51[µm],  xbc=7.66[µm],  ybc=6.51[µm]であ

り, 回転軸とパターンのずれは Center error=2.484[µm]であった. 3.0[µm]以下である. この結

果により中心ずれが作成時の最大クリアランスである 3[µm]以上でないことが示されてい

る. 次に図 4.16(c)に関して, 外側の回折格子上を一周する線(r軸)上の段差を示している. こ

の測定結果より最も高い点 r1, もっとも低い点 r2とすると r1=1.46 [µm], r2=-1.74 [µm]となる. 

この結果よりこの Sample3 の面ブレは最大で 3.23 [µm]となる. 5つのサンプルに関して測定

を行った. 結果を表 4.1にまとめる. この結果に関して, 4.5にて考察を行う.  
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4.4 実験 

 

 次にマイクロエンコーダチップと回転回折格子スケールを用いて回転角度を測定する実

験を行った. 実験系を図 4.17に示す. 回転回折格子スケールは回転軸に挿入されている. 回

転軸は軸受けで支えされており, また背面にあるモーターに取り付けられている. モータ

 

図 4.17 マイクロエンコーダと回転回折格子スケール実験系 

MEMS Encored

Diffracting Grating scale

表 4.1 回転回折格子変形量 

 

Center error [μm] Difference in height [μm]

Sample 1 2.93 5.97

Sample 2 3.05 13.79

Sample 3 2.48 3.23

Sample 4 8.29 30.25

Sample 5 2.32 4.02
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ーの回転速度は 4[rpm]で回転させた. 回転回折格子スケールに正対するようにマイクロエ

ンコーダチップを配置する. マイクロエンコーダチップは手動ステージ固定されており, 

手動ステージで 6 軸の位置合わせを行う. マイクロエンコーダチップは増幅器が実装され

ている PCB基板に実装されている 

 実験結果を図 4.18(a)(b)に示す. 図 4. 18(a)は回転軸を回転させた際の A 相, B 相の出力信

 

(a) 

 

(b) 

図 4.18 回転回折格子スケール Sample3使用時の実験結果 

(a)A相 B相信号(b)リサージュカーブ 
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号の一部である. IA は A相の出力電圧, IB は B相の出力電圧を意味する. 結果より A相, B

相信号それぞれ綺麗なサインカーブの信号が得られている, B相の信号は位相シフト膜を通

過しているため, A相の信号と比べて 1/4πだけ位相がずれていることがわかる. 回折格子パ

ターンには 10125ピッチの回折格子が形成されている. 先述の通り, ピッチ 1つ分移動した

さい, 2 周期分の A 相, B相それぞれの信号が出力されるため, 出力信号 1周期分の信号は 

 

 

(a) 

 

 (b) 

図 4.19 回転回折格子スケール Sample4使用時の実験結果 

(a)A相 B相信号(b)リサージュカーブ 
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360 [deg. ]

10125 × 2 [pitch]
= 0. 0178 [deg. ]                                                (4. 9) 

 

に相当する. 図 4.18(a)の結果より, 図内の信号一周期の時間は 0.738 [msec]である. この結

果よりモーターの回転角速度は 

 

0. 0178 [deg. ]

360 [deg. ] × 0. 738 × 10−3 [sec]
× 60 [sec] = 4. 02 [rpm]                        (4. 10) 

 

となり, 実験系のモーター回転角速度 4[rpm]とほぼ同じ値となる. 以上のように, 回転角度, 

回転角速度を求めることが可能である. また図 4.18(b)は A 相と B 相のリサージュカーブを

示す. 横軸はA相出力, 縦相は B相の出力を意味している. 信号は理想的な円形になってお

り, A相と B相が設計通り 1/4πズレて出力されていることがわかる.  

同様に Sample 4を用いて実験を行った. 実験結果を図 4.19に示す. 図 4.19(a)は A 相 B 

相の信号, 図 4.19(b)はそのリサージュカーブである. それぞれの結果に関して 4. 5にて考 

察を行う.  

 

4.5 考察 

 

まずナノインプリント技術を用いた回転回折格子スケールの形状に関して考察を行う. 

表 4.1の結果に関して, Sample 1, 2, 3, 5に関しては軸中心のずれが 3[µm]程度かそれ以下と

なったが, Sample 4 のみ 8.29 [µm]と軸中心のずれが 3[µm]以上と大きい. この要因として考

えられるのが, 回転回折格子スケールの反りである. 図 4.15のように, サンプルごとにばら

つきがあるものの全ての回転回折格子スケールが倉型に変形していることがわかる. 特に

Sample 4 はその変形が著しく, この変形が中心精度に大きく影響を及ぼしていると考えら

れる. ナノインプリント時の変形の大きな原因は昇温, 冷却過程の熱変形によるものが大

きい. 我々は熱式ナノインプリントで回折格子パターンを形成しているが, プリント時, ブ

ランク基板をガラス転移温度まで昇温し, プリントを行い, その後金型をつけたまま冷却

するが, 冷却時の温度変化により基盤が熱収縮する. この時基板に内部応力が発生する. そ

の後金型をはずすと内部応力と金型の力のつり合いが取れなくなるため, 結果として, 基

板に微小な変形があらわれると考えられる. 実際に Sample 3 を用いたリサージュカーブと

Sample 4を用いたリサージュカーブを比較すると, Sample 4を用いたリサージュカーブのほ

うが, 円がゆがみ, またリサージュカーブの軌跡がばらついていることがわかる. これも上

記のように回折格子表面の変形により発生していると考えられる.  

対策としては UV 式ナノインプリントにする, またはフランジに押し付けて固定すると

いう方法が考えられる. UV 式ナノインプリンの場合, UV を用いて硬化させるため熱変化が
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なく, 上述のような熱膨張, 熱収縮による内部応力の発生を避けられる. しかし, 装置が複

雑化する点, また樹脂自体が高価になる点が欠点として挙げられる. マイクロエンコーダ

チップの回転回折格子スケールとしての応用を考えると, 許容範囲を超えているサンプル

はあるものの, その変形量も非常に大きいというものではないため, 熱式ナノインプリン

トで十分であると考えられる. しかしそれ以上の作製精度が求められる場合, UV 式ナノイ

ンプリントを用いた方が良い. フランジに押し付けて固定する方法は最も簡易的な変形対

策である. 回転軸に形成したフランジに, 接着剤を用いて回折格子スケールを押し付け, 固

定する. 基板の厚さのばらつきは小さいと考えられるため, この方法で表面形状のばらつ

きを抑制できると考えられる.  

次に得られた信号に関して考察する. 一般的なスリット型のスケールを用いたエンコー

ダの場合, 信号はパルス波形状となる(64). この場合, 出力信号は High, Low の 2 つの出力の

状態しかない. スリット型のスケールを用いたエンコーダの場合, スケール数を増やすこ

とによって, 出力信号の High, Low のピッチを増やし, 回転角度測定の分解能を高くしてい

る. しかし, このようにした場合, スケール枚数が増えるだけでなく, エンコーダ自体のサ

イズも大きくなってしまう. 対して, 回折型スケールを用いたエンコーダの場合は図4,18(a)

の実験結果に示されている通り, 表面形状の変形が小さい回転回折格子を使用すると, 非

常にきれいなサイン波形状の信号が得られている. このようにピークとピークの間の状態

の信号が得られれば, その間の信号をアナログ的に分解することで, 一枚のスケールを用

いるだけで, 高分解能化することができる. そのため, 本センサの分解能は式(4. . 6)で示し

た値よりさらに高くなることが期待できる.  

 

4.6 結言 

 

 ロボットのアクチュエータとしてモーターは広く使用されているで. そのモーターの回

転角制御を行うセンサとしてエンコーダが使用されている. 生体を把持するような繊細な

動きを実現するためには多くの可動部が必要であり, その数のモーターとエンコーダが必

要となる. しかしロボットハンドのような小さなスペースにこれらを内蔵するためにはモ

ーターやセンサを小型化する必要がある. エンコーダはセンサ部となるエンコーダチップ

と回転軸とともに回転する回転スケールとから構成されている. 我々はこの両方の研究開

発を行った.  

本章ではマイクロエンコーダチップとナノインプリント技術を用いた回転回折格子スケ

ールについて述べた. マイクロエンコーダチップは MEMS 技術, ウェハレベルパッケージ

ング技術, TSV 技術を用いることで, 多くの光学素子, 電子デバイスをワンチップ(2.8[mm] 

×2.8[mm])内に収めた. MEMS技術を用いることで, Si基板のキャビティ斜面に反射ミラーを

形成したり, また封止用のガラス基板にマイクロレンズを形成したりと, Si 基板, ガラス基

板を上手に加工することで部品点数は少なく, かつ高機能なデバイスの作製に成功した. 
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またナノインプリント技術と機械加工技術を用いてロータリーエンコーダ用の回転回折格

子スケールを作製した. 従来, 回折格子のパターニングと回転軸を挿入するための貫通穴

を別工程で形成することが一般的であったが, この方法では職人による軸の位置合わせが

必要であり, 生産効率が悪い. そのため我々は回折格子パターンと貫通穴を同時に形成す

る新規的な加工方法を提案した. 作製した回転回折格子スケールの作製精度の評価を行っ

たところ, 開発したマイクロエンコーダスケールとして十分実用に足る作製精度であるこ

とが確認できた. 最後にマイクロエンコーダと回転回折格子スケールを用いて回転角度測

定の実験を行った. 結果, 変形の小さな回転回折格子スケールを用いることで, 良好なサイ

ン波信号, また A 相 B 相のリサージュカーブが得られ, 回転角度測定が可能であることを

実証した.  

今後は, 本研究で開発したマイクロエンコーダチップと回転回折格子スケールを用いた

エンコーダの実用化を目指す. 実用化の課題となるのが, センサの温度特性・測定精度分解

能・消費電力・応答速度などの評価である. 特にレーザーチップや PDを使用しているため

センサ性能は温度変化によって変化する. そのためレーザーチップ出力のモニタリングな

どの温度補償が必要となる. ただこれらの技術はすでに確立された技術を応用できるため, 

我々の研究開発した技術と組み合わせることで実用化できると考えている.  
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5. 結言 

 

本研究では生体を把持対象としたロボットハンド, あるいはロボットハンドの指先に内

蔵可能なMEMSデバイスの研究開発に関して述べた. 生体などを把持対象する繊細な把持

動作をロボットで実現するためには, アクチュエータとなるピエゾアクチュエータ(第 2章)

やモーター(第 4章)の制御用センサ, また実際に把持対象に負荷される力を測定可能な力覚

センサの開発(第 3章)が必要である.  

本論文は全 5 章で構成されている. 第 1 章では本研究の研究背景や意義に関して述べる. 

特に日本国内のみならず全世界的に起きている高齢化のなかで, 生体を対象とする介護用

ロボットの需要が増加していく予測に関して述べ, その中で本研究の意義を主張した.  

 第 2 章では光センサチップの開発, 光センサチップを用いた圧電アクチュエータの制御, 

光センサチップの高機能化に関して述べた. 光センサチップは小型(3[mm]×3[mm]), 簡単

構造, 部品点数が少ないという特徴を有する. 特に複数個の PDをワンチップに集積化する

ことにより, 光センサにある煩雑なアライメントをする必要がない. 次にこの光センサチ

ップを用いたピエゾアクチュエータの位置決め制御実験を行った. ピエゾアクチュエータ

はヒステレシス特性を有し, より精密な動作を行うためにはセンサを用いた位置決め制御

が必要となる. 実験から光センサチップを用いて位置決め制御を行うことにより, ヒステ

レシスによる位置誤差を減少する結果が得られた. その後温度センサ内蔵型光センサチッ

プ, 初段アンプ内蔵型光センサチップの研究開発に関して述べた . このセンサチップは

CMOSプロセスを用いることで, センサチップ上にCMOSトランジスタを構成することに

より, 温度センサ(サーモトランジスタ)やオペアンプを作製が可能となったため実現した. 

温度センサ内蔵型光センサチップに関してはその温度センサの出力を用いて, 補正係数を

決定し, その補正係数を用いることで直線変位測定, 回転角変位測定両方に関して温度依

存性を減少させることに成功した. また初段アンプ内蔵型光センサチップに関しては, 初

段アンプをチップに内蔵することで PD の出力電圧の S/N 比つまり光センサチップの電気

的分解能を向上させることに成功した.  

第 3 章では小型せん断力センサの研究開発に関して述べた. 本センサは受力部と検出部

から構成されており, 検出部には第 2章の光センサチップを用いた. 受力部にはステンレス

で作製した金属フレームと弾性ゴムを用いた弾性ゴムフレームを用いた. 特に弾性ゴムフ

レームを用いたせん断力センサはセンサ自体のサイズが 6[mm]×6[mm] 厚さ 8[mm]とロ

ボットハンドの指先に内蔵できるように小型なセンサとなっている. このセンサの特徴と

して受力部と検出部が物理的に分離されており, 繊細な検出部が力を受けないという特徴

がある. またセンサの性能が弾性ゴムフレームの物性に大きく依存するため, 受力部のみ

を変えることでセンサの性能を大きく変えることが可能になる. 実際に実験を行うことに

より二軸方向のせん断力を分離して測定可能であること, また弾性ゴムフレームを変える
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ことによりセンサ性能を変えることが可能であることを示した.  

またこのせん断力センサの高機能化を目的とした MEMS レンズアクチュエータの研究

開発に関して述べた. 本デバイスはせん断力センサの分解能, 測定範囲を弾性ゴムフレー

ムを変えることなく可変化することが可能である. このMEMSレンズアクチュエータはマ

イクロレンズとMEMSアクチュエータデバイスの 2つから構成されている. まずマイクロ

レンズの作製に関して述べた. このマイクロレンズは DMD 露光装置というマスクレス露

光かつグレースケール露光が可能な装置を用いて作製した. この装置を用いることにより

マスク形状を細かく調整し, 結果的に高精度にレンズ形状をコントロールできることを示

した. またにより様々な形状のマイクロレンズを同一基板上に作製できることを示した. 

次に MEMS アクチュエータデバイスの作製に関して述べた. MEMS アクチュエータデバ

イスは成膜したピエゾ薄膜(PZT)に電圧を印可することで動作させる. このような薄膜を用

いたMEMSデバイスの場合, 薄膜と基板の間に発生する内部応力とその内部応力により発

生する変形が大きな問題となる. 特にMEMSレンズアクチュエータのように光を扱うデバ

イスの場合, マイクロレンズの位置誤差はそのデバイスの性能を決めるため, 非常に大き

な問題となる. そのため FEM ソフトウェアを用いて MEMS アクチュエータデバイスの変

形の予測を行い, その結果を設計にフィードバックすることで内部応力の力のつり合いを

とり, 変形のないMEMSアクチュエータデバイスの設計を行った. 実際に作製したところ, 

変形が小さなデバイスの作製に成功し, またその変形がコントロール可能であることを示

した. 次にこの作製で用いたPZTの圧電定数の測定を行い, その結果をもとにMEMSアク

チュエータデバイスの動作シミュレーションを行った. その後実際に作製したデバイスを

用いて実験を行い, シミュレーション結果と比較したところ, シミュレーションと実験結

果がほぼ一致する結果が得られた. 最後に作製したMEMSレンズアクチュエータを光セン

サチップと組み合わせることでせん断力センサの性能を可変化できることを示した.  

第 5章ではMEMS技術を用いたマイクロエンコーダチップ, またナノインプリント技術

を用いた回転回折格子スケールの作製に関して述べた. マイクロエンコーダチップは

MEMS 技術のみならず, 高度なパッケージング技術を用いることで, ワンチップ(2.8[mm]

×2.8[mm])のなかに発光素子, 受光素子, レンズ, ミラー, 位相シフト膜, 配線など多くの

光学素子, 電子素子を内蔵することに成功した. 回転回折格子スケールに関しては, ナノイ

ンプリントと機械加工をほぼ同時に行う新規的な作製方法により, 回折パターンとモータ

ーの回転軸を挿入する貫通穴を高精度に位置合わせしながら作製することに成功した. 最

後にマイクロエンコーダチップと回転回折格子スケールを組み合わせて回転角, 回転角速

度の測定する実験を行い, 実際に回転角, 回転角速度を測定可能であることを示した.  

以上のように本研究では生体などを把持対象としたロボットハンドやロボットハンドの

指先に内蔵可能な MEMS センサの研究開発を行った. 本研究で示した通り, ロボットの繊

細な動きを実現しようとするだけでも, 様々なセンサを用いる必要がある. しかしロボッ

トは我々が研究対象とした把持動作を行うだけではない. 例えば介護用ロボットにおいて
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は人を検知したり, 移動したり, 話したり, 様々な動作があり, そのためのセンサが必要と

なる. つまりロボットの高機能化につれて小型のセンサが大量に必要になると考えられる. 

このような現状を考えると, MEMSセンサは小型, 高性能, 大量生産可能という面で非常に

優れていることがわかる. 本研究ではマイクロエンコーダ, 光センサチップ, レンズアクチ

ュエータ計 3つのMEMSセンサ, MEMSデバイスの研究内容に関して報告を行ったが, こ

の研究で得られた様々な知見は他の MEMS デバイスの研究開発に役立つと自負している. 

介護用ロボットの開発のみならず, より住みやすい社会を実現するために, 本研究が活か

されると幸いである.  
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付録 

A. 1 作製レシピ 

 

本デバイス製作は、下記に示す製作プロセスレシピにて行った。 

 

Mask1 上部 Pt/Tiイオンエッチング 

工程 操作 装置 条件 

フォトリソ ウェハ乾燥 ホットプレート 120℃3min 

 レジスト塗布 

(AZ-P4330) 

スピンコータ 5sec-1000rpm5sec-

5sec-3000rpm45sec 

 プリベーク ホットプレート 100℃3min 

 露光 マスクアライナ 0-80-18sec 

 現像 

(AZ-400K) 

ドラフタ 70sec  

 ポストベーク ホットプレート 120℃7min 

上部 Pt/Tiドライ 

エッチング 

ドライエッチング イオンミリング Ar 7sccm 5min 

レジスト除去 アッシング RIE O2 100sccm 3min 
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Mask2 PZTウェットエッチング 

工程 操作 装置 条件 

フォトリソ ウェハ乾燥 ホットプレート 120℃3min 

 レジスト塗布 

(AZ-P4330) 

スピンコータ 5sec-1000rpm5sec-

5sec-3000rpm45sec 

 プリベーク ホットプレート 100℃3min 

 露光 マスクアライナ 0-80-20sec 

 現像 

(AZ-400K) 

ドラフタ 70sec  

 ポストベーク ホットプレート 120℃5min 

PZTエッチング ウェットエッチング 

(アデカケミルカW) 

ドラフタ 30sec×5回 

レジスト除去 レジスト剥離 ドラフタ アセトン 10min 

IPA 1min  
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Mask3 下部 Pt/Tiイオンエッチング 

工程 操作 装置 条件 

フォトリソ ウェハ乾燥 ホットプレート 120℃3min 

 レジスト塗布 

(AZ-P4330) 

スピンコータ 5sec-1000rpm5sec-

5sec-2000rpm45sec 

 プリベーク ホットプレート 100℃2min 

 露光 マスクアライナ 0-80-20sec 

 現像 

(AZ-400K) 

ドラフタ 93sec  

 ポストベーク ホットプレート 120℃15min 

上部 Pt/Tiドライ 

エッチング 

ドライエッチング イオンミリング Ar 7sccm 5min 

酸化膜エッチング ドライエッチング RIE CHF3 30sccm60min 

レジスト除去 アッシング RIE O2 100sccm 3min 
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Mask4 Auパッド形成 

工程 操作 装置 条件 

Au全面スパッタ スパッタ スパッタ Au 250W 7min 

フォトリソ ウェハ乾燥 ホットプレート 120℃7min 

 レジスト塗布 

(AZ-P4330) 

スピンコータ 5sec-1000rpm5sec-

5sec-3000rpm45sec 

 プリベーク ホットプレート 100℃3min 

 露光 マスクアライナ 0-80-30sec 

 現像 

(AZ-400K) 

ドラフタ 75sec  

 ポストベーク ホットプレート 120℃5min 

Au ウェットエッチ

ング 

ウェットエッチング 

(AURUM304) 

ドラフタ 7min30sec 

レジスト除去 アッシング ドラフタ アセトン 10min 

IPA 1min  

Au密着 乾燥 ホットプレート 120℃7min 
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Mask5 構造体 Si-BOXエッチング 

工程 操作 装置 条件 

フォトリソ ウェハ乾燥 ホットプレート 120℃3min 

 レジスト塗布 

(AZ-P4330) 

スピンコータ 5sec-1000rpm5sec-

5sec-2000rpm45sec 

 プリベーク ホットプレート 100℃2min 

 露光 マスクアライナ 0-80-35sec 

 現像 

(AZ-400K) 

ドラフタ 1min40sec 

 ポストベーク ホットプレート 120℃15min 

Siエッチング ドライエッチング STS2 36サイクル 

BOXエッチング ドライエッチング RIE CHF3 30sccm50min 

レジスト除去 アッシング RIE O2 100sccm 10min 
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Mask6 バックサイドメタルマスク形成 

工程 操作 装置 条件 

フォトリソ ウェハ乾燥 ホットプレート 120℃5min 

 HMDSコート スピンコータ 350rpm5sec- 

1500rpm20sec 

 レジスト塗布 

(AZ-P4903) 

スピンコータ 5sec-1000rpm5sec-

5sec-1500rpm20sec 

 プリベーク ホットプレート 50℃3min- 

105℃5min 

 露光 マスクアライナ 0-80-35sec 

 現像 

(AZ-400K) 

ドラフタ 6min30sec 

 ポストベーク ホットプレート 120℃3min 

レジスト除去 レジスト剥離 ドラフタ アセトン 10min 

IPA 1min  

 アッシング RIE O2 100sccm 10min 

Si基板貫通 

エッチング 

ウェハ表面保護 スピンコータ 5sec-1000rpm5sec- 

5s-2000rpm45sec 

 ベーク ホットプレート 90℃2min 

 オイルコート   

 ウェハ貼り合わせ スピンコート  

Siエッチング ウェハ冷却 STS2 冷却温度 10℃ 

 エッチング動作 STS2 485サイクル 

チップ処理 チップリリース ドラフタ 一晩 

 チップリリース ドラフタ IPAリンス 

裏面 SiO2 

エッチング 

エッチング RIE CHF3 30sccm50min 

裏面レジスト 

エッチング 

エッチング RIE O2 100sccm 10min 

表面レジスト 

エッチング 

エッチング RIE O2 100sccm 10min 

 

 

 

 



152 

 

 


